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第５章 行動計画（圏域振興の視点と取組み）

２０６０年において圏域の人口「５万３千人～６万人」を確保するため、以下に掲げる

圏域振興策に取り組んでまいります。

１ 振興の視点

次の視点に基づき振興に取り組みます。

（１）住民の目線・地域の目線に立った地域づくり

地域住民の目線に立った地域づくりに取り組むため、様々な場で住民の皆様からい

ただいた意見を踏まえ地域のニーズを十分把握し、年齢や性別、国籍、障がいの有無

などにかかわらず、誰もが能力や個性を活かせる「ダイバーシティ社会」を実現する

とともに、各種施策の展開を図ります。

（２）地域資源の総合力の発揮

圏域の優れた資源の様々な分野での活用や取り組む人たちの連携をより一層進める

など、総合力の発揮による２倍３倍の効果を目指します。

（３）新たな時代への対応 ～WITHコロナからアフターコロナへ～

「新型コロナウイルス感染症」、「人口減少」、「災害列島」の三つの国難打破に向け

た取組みに加え、「デジタル社会」、「グリーン社会」など、新たな時代の流れに対応

した取組みを、「徳島・にし阿波」のフィールドを活用して推進します。

（４）持続可能な社会の実現

２０１５年に国連総会で採択された「持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）」の達成に

も貢献できる取組みを積極的に推進します。

（５）徳島・にし阿波ファンの創出

コロナ禍において高まっている「地方回帰の機運」を確実に「徳島・にし阿波」へ

取り込むため、そのフィールドを最大限に活用して、先進的に取り組んできた教育旅

行をはじめとする「農泊」やワーケーションをさらに推進し、これを効果的かつ強力

に情報発信することで、国内外を問わず、あらゆる分野において「徳島・にし阿波フ

ァン」のさらなる創出を図り、「徳島・にし阿波」の認知度向上を目指します。

２ 振興の取組み（重点項目）

次の事項を重点項目と位置づけ、人々が元気でいきいきと暮らせる圏域づくりに取り

組みます。

重点項目 １ 観光・移住・交流による地域活力の創生

重点項目 ２ 豊かな地域環境の次世代継承

重点項目 ３ 誰もが安全で安心できる地域社会の形成

重点項目 ４ 誰もが幸せに暮らせる地域の実現

重点項目 ５ 持続可能な地域経済の推進
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３ 第５章「行動計画」とＳＤＧｓ

持続可能な環境や社会の実現に向け、２０１５年９月の国連総会で採択された「持続可

能な開発目標（ＳＤＧｓ）」の達成に貢献するため、当計画に掲げた重点施策とＳＤＧｓ

との対応関係を明らかにし、にし阿波ならではの取組みを着実に推進します。

＜ＳＤＧｓの１７の目標＞

目標１ あらゆる場所のあらゆる形態の貧困を終わらせる。

目標２ 飢餓を終わらせ、食料安全保障と栄養改善を実現し、持続可能な農業を促進する。

目標３ あらゆる年齢のすべての人々の健康的な生活を確保し、福祉を促進する。

目標４ すべての人に包摂的かつ公正な質の高い教育を提供し、生涯学習の機会を促進する。

目標５ ジェンダー平等を達成し、すべての女性及び女児の能力強化を行う。

目標６ すべての人々の水と衛生の利用可能性と持続可能な管理を確保する。

目標７ すべての人々の、安価かつ信頼できる持続可能な近代的エネルギーへのアクセスを確保す

る。

目標８ 包摂的かつ持続可能な経済成長及びすべての人々の完全かつ生産的な雇用と働きがいのあ

る人間らしい雇用（ディーセント・ワーク）を促進する。

目標９ 強靱（レジリエント）なインフラ構築、包摂的かつ持続可能な産業化の促進及びイノベー

ションの推進を図る。

目標１０ 各国内及び各国間の不平等を是正する。

目標１１ 包摂的で安全かつ強靱（レジリエント）で持続可能な都市及び人間居住を実現する。

目標１２ 持続可能な生産消費形態を確保する。

目標１３ 気候変動及びその影響を軽減するための緊急対策を講じる。

目標１４ 持続可能な開発のために海洋・海洋資源を保全し、持続可能な形で利用する。

目標１５ 陸域生態系の保護、回復、持続可能な利用の推進、持続可能な森林の経営、砂漠化への対

処ならびに土地の劣化の阻止・回復及び生物多様性の損失を阻止する。

目標１６ 持続可能な開発のための平和で包摂的な社会を促進し、すべての人々に司法へのアクセス

を提供し、あらゆるレベルにおいて効果的で説明責任のある包摂的な制度を構築する。

目標１７ 持続可能な開発のための実施手段を強化し、グローバル・パートナーシップを活性化する。
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第５章「行動計画」とＳＤＧｓの対応関係

重点項目と中項目 ＳＤＧｓの１７の目標

重点項目 中項目
①
貧
困

②
飢
餓

③
保
健

④
教
育

⑤
ジ
ェ
ン
ダ
ー

⑥
水
・
衛
生

⑦
エ
ネ
ル
ギ
ー

⑧
経
済
成
長
と
雇
用

⑨
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン

⑩
不
平
等

⑪
都
市

⑫
生
産
・
消
費

⑬
気
候
変
動

⑭
海
洋
資
源

⑮
陸
上
資
源

⑯
平
和

⑰
実
施
手
段

【重点項目１】

 観光・移住・交流による

 地域活力の創生

１　アフターコロナを見据えた

     「にし阿波プロモーション体制」

     づくり

● ● ● ● ●

２　深化する

　　「にし阿波」魅力づくり
● ● ● ● ● ●

３　地域を挙げた

　　「おもてなし」態勢づくり
● ● ● ●

【重点項目２】

 豊かな地域環境の

 次世代継承

１　美しい自然環境との共生 ● ● ●

２　良好な地域環境の創造 ● ● ● ● ● ● ● ●

３　環境資源の積極的な活用推進 ● ● ●

【重点項目３】

 誰もが安全で安心できる

 地域社会の形成

１　広域防災・受援体制の確立 ● ●

２　災害に備えた着実な基盤整備 ● ● ● ● ● ●

３　地域で地域を守る活動の推進 ● ● ● ● ● ● ●

【重点項目４】

 誰もが幸せに暮らせる

 地域の実現

１　子供の育ちをはぐくみ、

　　支える地域づくり
● ● ● ● ● ●

２　心を寄せ合う地域福祉の充実 ● ● ● ● ● ● ● ●

３　健康寿命延伸に向けた

　　地域力の向上
● ● ●

【重点項目５】

 持続可能な地域経済の推進

１　「にし阿波型もうかる農業」の

　　確立と推進
● ● ● ● ● ● ●

２　森林・林業を核とした

　　「地方創生」
● ● ● ●

３　国内外との交流を通じた

　　商工業の振興
● ● ● ●
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重点項目 １ 観光・移住・交流による地域活力の創生

１ アフターコロナを見据えた「にし阿波」プロモーション体制づくり

（１）課 題

にし阿波では、平成２０年１０月に「観光圏 」として国から認定を受け、これま※

で、官民が強力に連携し、豊かな地域資源を観光資源として磨き上げ、魅力のある観

光地域づくりに取り組むととともに、国内はもとより東アジアや欧米諸国への積極的

な誘客活動を展開してきました。その結果、にし阿波を訪れる外国人観光客は、「観

光圏」の取組み開始前と比較して３０倍に増加し、地域の経済活動を支える大きな原

動力となってきたところです。

しかしながら、令和２年からの新型コロナウイルス感染症の世界的な流行により、

国内外からの観光客は激減し、観光関連産業をはじめ、小売業や飲食店等が、経営上

大きな打撃を受けています。

体験型教育旅行や農林漁家民宿など、にし阿波を代表する魅力となっている「農泊」

についても、コロナ禍で受入れを休止する農泊施設が急増するなど大きな影響を受け

ています。

こうした厳しい状況下ですが、これを機会にコロナ以前のプロモーション手法を見

直し、潜在的な観光客のニーズの変化を的確に捉えながら、コロナ禍だからこそでき

る、安全・衛生対策の徹底や、ニューノーマルな手法での営業活動を展開していくこ

とは、アフターコロナで観光客をいち早く取り戻すために非常に重要であり、観光関

連の事業者の協力と関連団体と強く連携を図りながら、取組みを進めて参ります。

（２）取組方策

① 安全安心な観光地域づくりの推進

にし阿波では、令和２年５月から観光事業者等向けに実施した新型コロナウイル

ス感染症対策の管理衛生研修をはじめ、８月には、教育旅行受入家庭向けに新型コ

ロナウイルス感染症に対応した受入ガイドラインを策定しており、今後とも、観光

事業者等の感染症対策や災害対応など安全・安心な受入体制づくりを強化するため

の「研修や訓練」を継続して実施するとともに、教育旅行受入家庭でのガイドライ

ンの遵守徹底を図っていきます。

また、令和２年１０月施行の「徳島県新型コロナウイルス感染症の感染拡大の防

止に関する条例」では、事業者の感染対策が義務になっています。業界団体等が業

種ごとに定めたガイドラインを遵守し、「事業者版スマートライフ宣言」又は「ガ

イドライン実践店ステッカー」等を掲示する必要があります。

そこで、観光事業者等の感染対策の促進とステッカー等提示の普及啓発に積極的

に取り組むとともに、「感染対策がしっかりできている安心な地域」として国内外

に強力にアピールします。

② オンラインによる情報発信・プロモーション活動の強化

コロナ禍でもできるオンラインでのBtoC※のプロモーションとして、ウェブやS

NS等に、にし阿波のホットな観光情報や映える映像を常時アップロードし、「徳

島・にし阿波」の魅力を国内外に強力に発信します。特に、潜在的な訪日観光客に

訴えるため、情報が確実に外国人に届いた数を主要指標として数値化し、積極的な

発信を行います。

また、BtoB※のプロモーションとして、海外の旅行社やメディア等を対象に、
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オンラインバスツアーやオンライン商談会を積極的に開催し、アフターコロナで外

国人が是非「徳島・にし阿波」に行きたいと思ってもらえるよう専門的視点から検

証してもらい、コンテンツの磨き上げ、より誘客力のあるプログラムの造成などを

行い、魅力あふれる観光地域づくりへとつなげていきます。

③ 農泊を核とした誘客促進

「にし阿波」の豊かな自然や伝統的な暮らしを活かした「農泊」を核に、世界農

業遺産に認定された「にし阿波の傾斜地農耕システム」をはじめとするＳＤＧｓ先

進地域「にし阿波」として認知度向上に新たに取り組むとともに、「ここだけ」の

魅力的なコンテンツを活かした新たな旅行商品の造成、戦略的なプロモーションの

実施、ワーケーションを活用した新たな魅力の発信など「アフターコロナに選ばれ

る観光地域づくり」を推進します。

（３）施策・数値目標

年度別事業計画
施 策 ・ 数 値 目 標

2019 2020 2021 2022

【主要指標】

●BtoCの取組みとして、オンラインやSNS等を活用し、にし阿波の情報を

発信した延べ外国人数 ⑰ － → ㉒１７，０００人

●BtoBの取組みとして、アフターコロナを見据え、海外の旅行会社、メディア等へ

のリアルとオンラインを活用したプロモーション・商談会の開催

⑰ － → ㉒１５回

県西部圏域において、新型コロナウイルス感染を防止するととも

に、安全安心な、観光地域として観光客に選んでもらうため、観

光事業者等に感染防止対策に取り組んでもらえるよう、普及啓発

に努めます。

●県西部圏域において「事業者版スマートライフ宣言」または

「ガイドライン実践店ステッカー」を掲示し、感染対策に

取り組んでいる観光事業者等の件数（累計） 2 0 0 3 0 0
⑰ － → ㉒３００件 件 件

自然災害や新型感染症等に対応し、観光客に安心して来てもらえ

る受入れ体制づくりのため、観光事業者等を対象にした安全衛生 推進

研修や、避難、誘導訓練等を実施します。

●観光事業者等への衛生対策等の研修回数

⑰－ → ㉑～㉒年間３回以上 3 回 3 回

●観光事業者等による危機対応訓練等の回数

⑰ － → ⑳～㉒年間１回以上 1 回 1 回 1 回
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（３）施策・数値目標

年度別事業計画
施 策 ・ 数 値 目 標

2019 2020 2021 2022

アフターコロナでの外国人観光客の誘致促進のため、オンライン

やＳＮＳ等を活用し、ニューノーマルに対応した戦略的な情報発 推進

信を推進します。

●BtoCの取組みとして、オンラインやSNS等を活用し、 15,000 17,000

にし阿波の情報を発信した延べ外国人数【主要指標】 人 人

⑰ － → ㉒１７，０００人

●BtoBの取組みとして、アフターコロナを見据え、海外の

旅行会社、メディア等へのリアルとオンラインを活用した

プロモーション・商談会の開催【主要指標】 15 回 15 回

⑰ － → ㉒１５回

「にし阿波」の豊かな自然や伝統的な暮らしを活かした「農泊」

を核に、ＳＤＧｓ先進地域「にし阿波」として認知度の向上を図 推進

り、国内外から選ばれる観光地として、より一層の誘客を促進し

ます。

●「にし阿波」における農泊施設の延べ利用者数（暦年） 3,000
⑰－→㉒３，０００人 人

●「徳島・にし阿波農泊推進フォーラム」（仮称）の開催

⑰ － → ㉒開催 開催
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２ 深化する「にし阿波」魅力づくり

（１）課 題

にし阿波地域は、剣山や大歩危・小歩危、祖谷のかずら橋、うだつの町並みといっ

た優れた観光資源を有し、多くの観光客で賑わってきましたが、地域の更なる発展の

ためには、にし阿波というフィールドを最大限に使って、周遊性の向上や観光消費の

拡大への取組みを進めることが重要です。

にし阿波には、主要な観光地以外にも、傾斜地農業体験、地域食材、伝統工芸など

魅力的な素材が数多くあり、コロナ禍では、これを磨き上げ、にし阿波ならではの、

きらりと光る「体験・滞在プログラム」として造成していく必要があります。特に、

にし阿波には、コロナ禍においても安心して楽しめる、登山やラフティング、カヌー

などの魅力的なアウトドアスポーツもあり、これらと他の観光資源を組み合わせるこ

とで、にし阿波ならではのニューノーマルなツーリズムを構築し、国内から海外へと

順次誘客を進めることが必要です。

今後、｢ワールドマスターズゲームズ｣、さらには２０２５年に予定されている「大

阪・関西万博」を見据えて、これらの参加者に、にし阿波地域の観光地巡りや健康・

スポーツツーリズム等、にし阿波ならではの旅行プランを提供していく必要がありま

す。

また、コロナ禍で、ワーケーションが世界的に注目を集める中、にし阿波は、上記

の観光資源が豊富な上に、宿泊施設やコワーキングスペース、利活用可能な古民家や

廃校などリユース施設も充実しており、首都圏や都市部からのワーケーション誘致に

向けた取組みを一層加速する必要があります。

さらに、コロナ禍で高まった「地方回帰の機運」を一過性のものとすることなく、

地域が一体となり大都市部の移住希望者への情報発信や相談体制を充実させるととも

に、地元企業への就職、就農等を積極的に支援することにより、定住に繋げ、地域を

担う人材を育成する必要があります。

これらの取組みを、官民が連携し地域を挙げて推進していくことで、にし阿波の魅

力を深化させていくことが重要です。

（２）取組方策

① リアルとオンラインによるハイブリッド型体験・滞在プログラムの推進

地域全体に点在する傾斜地集落の暮らしをはじめ、優れた景観や歴史的価値を有

する文化、豊かな食材や伝統工芸、アウトドアスポーツなどをブラッシュアップし、

体験・滞在ブログラムとして商品化を進めるとともに、リアルとオンラインによる

ハイブリッド型でのプログラムの提供（国内向け）やファムツアーの催行（海外向

け）に取り組み、観光・交流人口の回復・拡大を図ります。

② 健康・スポーツを活用したマイクロツーリズムの推進

｢ワールドマスターズゲームズ｣や「２０２５年大阪・関西万博」等の世界的イベ

ントの参加者を「徳島・にし阿波」に誘引するため、令和２年１１月に実施した「鳴

門～にし阿波」を結ぶ周遊バスの成果を生かしながら、新たな広域～マイクロ周遊

ルートの開発や二次交通の充実に取り組むとともに、にし阿波の住民がヨガやウォ

ーキング、ジョギング等のスポーツと観光地巡りや地域交流をセットで楽しめるよ

うなマイクロツーリズムを積極的に推進することで、国内外の健康・スポーツ嗜好

の方が訪れたくなる地域づくりを進めます。
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③ ワーケーション誘致等の推進

豊かな自然や多彩な観光資源、高速ブロードバンド環境、コワーキングスペース

や宿泊施設の充実などの地域特性を活かして、ワーケーションやサテライトオフィ

スの誘致等の活動を進めます。

④ 移住者の就業支援等による定住化の推進

移住希望者について、オーダーメイドの「移住計画」策定による地元企業への就

職や起業に繋がる支援や、「にし阿波就農・移住応援隊」を核にした就農支援を行

うとともに、移住者と地元企業との「異業種交流」の機会を創出するなど、定住化

に繋がるよう取組みを推進します。

（３）施策・数値目標

年度別事業計画
施 策 ・ 数 値 目 標

2019 2020 2021 2022

【主要指標】

●ＤＭＯが造成したリアルとオンラインによるハイブリッド型の

体験・滞在プログラムの参加者数 ⑰７０３人 → ㉒１，０００人

●ワーケーション等を実施する国内外企業数 ⑰ － → ㉒１５社

来訪者の滞在期間の延長や滞在エリアの拡充を図るため、主要な

観光地とアクティビティや世界農業遺産体験などを組み合わせた 推進

体験・滞在プログラムを開発し、オンラインやＳＮＳ等を活用し、

ニューノーマルに対応した戦略的な情報発信を行い、誘客を推進

します。

●ＤＭＯが造成したリアルとオンラインによる

ハイブリッド型の体験・滞在プログラムの参加者数 820 880 940 1,000
【主要指標】 人 人 人 人

⑰７０３人 → ㉒１，０００人

●BtoCの取組みとして、オンラインやSNS等を活用し、 15,000 17,000

にし阿波の情報を発信した延べ外国人数（再掲） 人 人

⑰ － → ㉒１７，０００人

主要な観光地と、傾斜地集落の暮らし、歴史的価値を有する文化、

豊かな食材や伝統工芸、アウトドアスポーツなどを組み合わせた 推進

体験・滞在プログラムを造成し、リアルとオンラインを活用した

ハイブリッド型によるファムツアーを海外の旅行会社やメディア

等を対象に催行します。

●リアルとオンラインを活用したハイブリッド型による

体験・滞在プログラムのファムツアーの催行回数（累計）

⑰ － → ㉒６回 3 回 6 回
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（３）施策・数値目標

年度別事業計画
施 策 ・ 数 値 目 標

2019 2020 2021 2022

来訪者の拡大を図るため、スポーツやアクティビティの体験と、

観光地巡りや地域との交流活動などを組み合わせた「スポーツツ 推進

ーリズム」を推進します。

●スポーツやアクティビティと観光を組み合わせた商品開発

件数（累計）

⑰ － → ㉒１２件 3 件 6 件 9 件 12 件

●ワールドマスターズゲームズのオープン競技

であるラフティング及びタッチラグビーの開催

㉒準備 準備 → → →

管内市町や地域の関係団体と連携し、空き家の紹介や就業支援等

を行い移住しやすい環境づくりを進めます。 推進

また、にし阿波の魅力や暮らしを体験できるオンラインツアーの

開催や先輩移住者のインタビュー動画などの情報発信により、移

住希望者の拡大を図ります。

●移住者数 240 240 240 240
⑰２３４人 → ⑲～㉒年間２４０人以上 人 人 人 人

●移住相談件数 230 240 250 260
⑰１９３件 → ㉒２６０件 件 件 件 件

県西部圏域（にし阿波）の関係人口や移住者の増加・定住化に繋

げるため、大学やサテライトオフィス等国内外の企業関係者を県 推進

西部圏域（にし阿波）に呼び込み、地元企業をはじめとした多様

な主体との連携によるビジネスマッチングを推進するとともに、

地域産業の担い手となる次世代人材の「育成・自立型支援」を行

います。

●ワーケーション等を実施する国内外企業数【主要指標】

⑰ － → ㉒１５社 7 社 9 社 11 社 15 社

●地元企業への就職や起業に向けた支援者数

⑰ － → ㉒年間２０人以上 20 人 20 人

●「にし阿波就農・移住応援隊」の創設

⑰ － → ⑳創設 創設

●オンライン等を活用した「にし阿波就農・移住応援隊」

による農業研修支援者数

⑰ － → ㉒ 年間５人以上 5 人 5 人
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３ 地域を挙げた「おもてなし」態勢づくり

（１）課 題

にし阿波への観光客やビジネス客等の来訪者を回復・拡大させるには、官民連携に

よる受入環境の整備が重要であり、コロナ禍においても取組みが可能な、二次交通の

情報発信や道路の改良など、交通アクセスの利便性の向上をはじめ、道路標識や案内

看板、パンフレットやウェブサイトの多言語化は重要です。

また、旅行目的での滞在をはじめ、コロナ禍でワーケーションや地方移住が注目を

集めるなか、キャッシュレス決済の導入や、Ｗｉ-Ｆｉ サービス環境の充実、さらに※

はデジタル技術を活用したスマートライフが実践できる地域づくりも、今後、先進的

なおもてなし地域であるにし阿波にとっては不可欠になってきます。

さらに、来訪者や移住者に、にし阿波で長期滞在や定住してもらうためには、主要

な観光地域や観光案内所以外でも、住民自らが地域の魅力を訪問客に説明し、温かく

もてなす態勢を整えて行く必要があります。

こうした地域を挙げて「おもてなし」の取組みを強化し、来訪者の満足度の向上を

図ることで、観光・交流の活発化につなげていくことが重要です。

交通基盤整備においても、令和２年末に完成した、一般国道３２号猪ノ鼻道路を活

かして広域的な観光誘客につなげていく取組みを進めるとともに、徳島自動車道の付

加車線設置や全線4車線化、剣山や秘境祖谷などの観光地へのアクセス道路の安全性

や定時性を確保するための改良工事など、より一層の取組みが求められます。

（２）取組方策

① 来訪満足度の高い「受入環境」づくり

来訪者が、地域内で安心・快適に移動や滞在できるよう、外国人にも分かりや

すい多言語看板や案内表示の設置を推進するとともに、キャッシュレス決済や自

動翻訳の導入の促進などにより、来訪者の満足度の向上を図ります。

② 住民主役の「おもてなし」の提供

地域の住民一人ひとりが、国内外からの来訪者に対し、温かいおもてなしができ

るよう、郷土愛をもって、おもてなしの意識の向上を図るとともに、住民が主体と

なった体験型プログラムづくりを推進します。

また、こうした地域一体となった受入環境づくりの中核人材として、観光地域づ

くりマネージャー の養成を図るとともに、観光に携わる事業者等と連携し、小中※

高生が観光地域づくりに関与する機会を創出することにより、将来の観光を支える

人材の育成につなげます。

③ 快適な「来訪アクセス」の整備

高速交通ネットワークの機能強化と利用者の安全・安心を確保するため、徳島自

動車道の付加車線設置や、優先的に４車線化する区間として選定された「藍住・

川之江東間」（※整備中の工事区間等を除く約５５ｋｍ）の整備を促進します。

また、一般国道３２号の整備により、令和２年末に完成した猪ノ鼻道路を活か

して広域的な観光誘客につなげるため、中四国地域からの周遊ツアーの造成や、

にし阿波ならではの地域資源を活用した滞在型の「まちなか周遊ルート」の開発

に取り組みます。

さらに、剣山や秘境祖谷など主要観光スポットへ通じる山間部の県管理道路にお

いて、狭あい箇所や危険箇所の整備に取り組むとともに、自然景観に調和した良好

な空間形成となるよう景観に配慮した道路の整備を推進します。
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④ デジタル技術を活用したスマートライフな地域づくり

長期観光客や移住者などの欲求を満たし、スマートライフが実践可能で、選ばれ

る地域になるために、地域の各主体が連携し、デジタル技術を活用した地域づくり

を推進します。

（３）施策・数値目標

年度別事業計画
施 策 ・ 数 値 目 標

2019 2020 2021 2022

【主要指標】

●「にし阿波」を訪れた観光客の満足度（７段階のうち「大変満足」の割合）

⑰２０％ → ㉒２５％

国内外からの観光客の受入態勢の整備を図るため、分かりやすい

案内標識の設置や多言語表記への変更、キャッシュレス決済や自 推進

動翻訳の導入を促進するとともに、観光事業者や地域住民のおも

てなし意識の向上を図ります。

●「にし阿波」を訪れた観光客の満足度【主要指標】

（全国の１３観光圏共通の調査形式による、７段階（大変満足・

満足・やや満足・どちらでもない・やや不満・不満・大変不満）

のうち「大変満足」の割合）

⑰２０％ → ㉒２５％ 22 ％ 24 ％ 25 ％ 25 ％

●圏域内での観光消費額（一人あたり） 28,500 29,000 29,500 30,000

⑰２７，４１６円 → ㉒３０，０００円 円 円 円 円

地域住民自らが、地域資源の魅力を再発見し、旅行商品の企画や

観光客をもてなす観光地域づくりに参画できるよう、住民が主 推進

となった「体験型プログラムイベント」の開催を推進します。

●ニューノーマルに対応した

にし阿波体験プログラムのイベント数 84 86 88 90
⑰７８イベント → ㉒９０イベント ｲﾍﾞﾝﾄ ｲﾍﾞﾝﾄ ｲﾍﾞﾝﾄ ｲﾍﾞﾝﾄ
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（３）施策・数値目標

年度別事業計画
施 策 ・ 数 値 目 標

2019 2020 2021 2022

地域が一体となった受入環境づくりを進めるため、観光地域づく

りの中核となる人材の発掘・養成を支援します。また、観光に携 推進

わる事業者等と連携し、将来の観光を支える人材を育成します。

19 21 20 22
●観光地域づくりマネージャーの養成数（累計） 人 人 人 人

⑰１５人 → ㉒２２人

●小中高生への観光地域づくり研修の実施件数 10
⑰ － → ㉒１０件 件

高速交通ネットワークの機能強化を図るため、徳島自動車道にお

ける暫定２車線区間の４車線化に向けた取組みを促進します。 促進

●徳島自動車道（脇町ＩＣ～美馬ＩＣ 延長４．８ｋｍ）の

付加車線設置

⑰ － → ⑲事業着手・⑳～㉒事業促進中 着手 促進 → →

交流の基盤を支える主要幹線道路である一般国道３２号の整備を

促進します。 促進

●一般国道３２号猪ノ鼻道路（延長８．４ｋｍ）の整備

⑰工事施工中 → ⑳供用 促進 供用

観光地の魅力を向上させるため、主要幹線道路の整備によるアク

セスの向上に加え、国内外からの観光客が安心して訪問できる標 推進

識をはじめとした案内表示の整備等、観光地の魅力を向上させる

施策を推進します。

●にし阿波～剣山・吉野川観光園のアクセスルートの

整備箇所数（累計） 19 21 23 25
⑰１７箇所 → ㉒２５箇所 箇所 箇所 箇所 箇所

●外国人にも分かりやすい観光・地点案内表示の設置数（累計） 208 228
⑰３０基 → ㉒２２８基 51 基 84 基 基 基

●「妊婦向け優先駐車スペース」など子育て応援施設を確保し

た「道の駅」の駅数（累計）

⑰ － → ㉒４駅 － 2 駅 2 駅 4 駅
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（３）施策・数値目標

年度別事業計画
施 策 ・ 数 値 目 標

2019 2020 2021 2022

県内で開催されるイベント情報等を効果的に発信するため、道路

情報板にイベント情報等を表示します。 推進

●道路情報板へのイベント情報等の表示回数

⑰２０回以上 → ⑲～㉒年間２０回以上 20 回 20 回 20 回 20 回

官民等が連携して、デジタル技術活用による住んでよし訪れてよ

しの地域づくり事業を推進し、観光客や移住者、住民等の満足度 推進

を向上させます。

●デジタル技術を活用した事業の推進による好事例の

顕彰制度の創設

⑰ － → ㉑創設 創設
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重点項目 ２ 豊かな地域環境の次世代継承

１ 美しい自然環境との共生

（１）課 題

剣山国定公園は、日本百名山のひとつ「剣山」をはじめとした雄大な山岳地帯や国

の天然記念物と名勝に指定された「大歩危小歩危」など、類い希な自然景観を有し、

キレンゲショウマやオオヤマレンゲなどの希少植物、ツキノワグマやニホンカモシカ

などの希少動物など、多種多彩な動植物が生息する豊かな自然の宝庫として多くの人

々に親しまれています。

しかしながら、近年、ニホンジカによる希少野生植物への食害、国内外から訪れる

登山者の増加による環境負荷の増大や安全管理など、自然公園を取り巻く社会環境が

大きく変化しており、豊かな自然環境を「地域の宝」として次世代に継承していくた

めには、地域が連携して自然保護に取り組んでいく必要があります。

また、中山間地域ではイノシシ、ニホンジカ、ニホンザルなどの野生鳥獣が人家の

近くまで出没し、農作物などに深刻な被害を与えており、被害防止対策や地域資源と

しての活用など地域が一体となった取組みが求められています。

さらに、建設工事など公共事業においては、自然環境や環境負荷の軽減に配慮する

ことで自然との共生を図ることが求められています。

（２）取組方策

① 自然保護や登山者の安全安心対策の推進

剣山国定公園の豊かな自然環境を次世代に継承していくため、自然環境への負荷

軽減や登山マナーの向上に向けた啓発活動を推進するとともに、訪日外国人をはじ

め、登山者の安全安心の確保に向け、登山道の点検・保守や「剣山登山道ナビシス

テム※」の活用による情報発信、多言語表記による遭難防止標識の充実を図ります。

また、「剣山国定公園地域連携協議会」の活動強化により、喫緊の課題に取り組

むとともに、剣山の自然保護に高い関心を持つ「剣山サポータークラブ※」の活動

支援や希少野生植物の保護を担う人材の育成などを通じて、地域が一体となった自

然保護活動を推進します。

② 野生鳥獣の適正管理の推進

豊かな自然環境を鳥獣被害から守りつつ、野生鳥獣との共生を図るため、「剣山

地域ニホンジカ被害対策協議会」において情報共有を図り、モニタリング調査の実

施や「徳島県ニホンジカ適正管理計画」等に沿った個体数調整などを通じて、ニホ

ンジカをはじめとした野生鳥獣の適正管理を推進します。

また、農作物に被害を及ぼしている有害鳥獣については、市町・地域住民と連携

して、被害の防止と捕獲の両面から対策を推進し、地域において、鳥獣被害対策指

導を担う人材を育成します。

③ 自然環境に配慮した公共事業の推進

工事から起こる環境負荷を軽減しつつ、併せて質の高い環境を保全・創出するた

め、「徳島県公共事業環境配慮指針※」等に基づき自然環境に配慮した公共事業を推

進します。
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（３）施策・数値目標

年度別事業計画
施 策 ・ 数 値 目 標

2019 2020 2021 2022

【主要指標】

●「剣山サポータークラブ」の会員数（累計） ⑰６２１人 → ㉒８００人

「日本の宝」剣山国定公園の豊かな自然を次世代に継承するため、

地域が一体となった環境保全活動や自然保護を担う新たな人材の 推進

育成を行うとともに、増加する登山者に対して、自然保護や登山

マナーの向上に向けた啓発活動を推進します。

●希少野生植物の調査や保護を担う人材の育成（累計）

⑰ － → ㉒２０人 5 人 10 人 15 人 20 人

●自然保護や登山マナー向上に向けた啓発活動実施回数

⑰４回 → ㉒８回 5 回 6 回 7 回 8 回

子どもや女性、高校生などの若者を対象とした参加型の環境教育

や自然保護等の活動を通じて、剣山の魅力を県内外にＰＲし、さ 推進

らなる「剣山ファン」の拡大を図ります。

●「剣山サポータークラブ」の会員数（累計）【主要指標】 650 700 750 800
⑰６２１人 → ㉒８００人 人 人 人 人

剣山国定公園内の登山道について、安全利用ができるように点検

するとともに、外国語併記の遭難防止標識の充実やＧＰＳを活用 推進

した剣山登山道ナビシステムの普及を図ります。

●登山道の点検・保守の実施

⑰ － → ⑲～㉒年間６回以上 6 回 6 回 6 回 6 回

●剣山登山道ナビシステムのダウンロード数（累計） 1,550 2,200 3,200 3,700

⑰ － → ㉒３，７００件 件 件 件 件

●遭難防止標識への外国語併記の追加件数

⑰ － → ⑲～㉒年間２件 2 件 2 件 2 件 2 件

野生鳥獣と人との共生を図るため、ニホンジカの適正管理を推進

します。 推進

●ニホンジカ捕獲頭数（吉野川南西ユニット）

⑰５，２０９頭 年間目 年間目 年間目 年間目

→ ⑲～㉒県ニホンジカ適正管理計画の年間捕獲目標以上 標以上 標以上 標以上 標以上

「徳島県公共事業環境配慮指針」等に基づき、自然環境に配慮し

た公共事業を推進します。 推進
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２ 良好な地域環境の創造

（１）課 題

圏域の豊かな自然や良好な生活環境を未来に継承していくためには、次世代を担う

小中学生をはじめ広く県民に、身近な環境に対する興味や関心を高めてもらうなど、

環境意識の醸成を図るとともに、将来の環境保護に携わる人材を育成していくことが

必要です。

さらに、事業活動に伴って発生する排水やばい煙、産業廃棄物の問題のほか、生活

雑排水の河川への流入による水質悪化など、生活環境に関する諸課題に対して、行政

が事業者や地域住民と連携しながら、快適な生活環境の保全に向けて取り組んでいく

ことが求められています。

（２）取組方策

① 環境に優しい社会づくり・地域づくりの推進

カーボンニュートラルに資する省エネルギー対策を推進するため、県管理道路に

おける道路照明灯のＬＥＤ化を推進するとともに、地域住民団体などによる官民協

働型維持管理システム※において道路や河川の清掃、草刈りなど自主的な活動を支

援します。

② 豊かな自然環境を次世代に継承するための人材育成

次世代を担う若い世代をはじめ、広く地域住民を対象として、剣山などをフィー

ルドとした体験型環境教室を開催し、環境問題への関心を高め、西部圏域の豊かな

自然環境を次世代へ継承できる人材の育成を推進します。

③ 快適な生活環境の保全

合併処理浄化槽の設置や転換を促進するとともに、浄化槽教室の開催や市町等と

連携した啓発活動などを通じて、浄化槽の適正な維持管理について、住民の理解醸

成を図り、地域の良好な水環境の保全に努めます。

また、事業者に対して、事業所から発生する排水やばい煙の計画的かつ効率的な

監視・指導を行うとともに、産業廃棄物の適正処理に向けた啓発などを通じて、専

門知識の向上や適正処理に関する意識の高揚を図ります。

（３）施策・数値目標

年度別事業計画
施 策 ・ 数 値 目 標

2019 2020 2021 2022

【主要指標】

●あわ産ＬＥＤ道路照明灯※の設置基数（累計） ⑰３７３基 → ㉒１，０３０基

共助社会づくりを推進するため、住民団体等との協働による公共

施設の新たな維持管理への取組みを進めます。 推進

●官民協働型維持管理の参加団体数 30 30 30 30
⑰２８団体 → ⑲～㉒年間３０団体以上 団体 団体 団体 団体
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（３）施策・数値目標

年度別事業計画
施 策 ・ 数 値 目 標

2019 2020 2021 2022

省エネルギー対策を推進するため、県管理道路における道路照明

灯のＬＥＤ化を推進します。 推進

●あわ産ＬＥＤ道路照明灯の設置基数（累計）【主要指標】 575 720 980 1,030
⑰３７３基 → ㉒１，０３０基 基 基 基 基

剣山や吉野川をはじめとする西部圏域の豊かな自然環境を未来へ

継承するため、次世代を担う小中学生をはじめ広く県民に対して、 推進

「にし阿波」の自然環境を活用した体験型学習を実施することに

より、環境意識の醸成を図り、将来の環境保護に携わる人材を育

成します。

●「にし阿波環境塾※」の開催回数

⑰７回 → ⑲～㉒年間７回以上 7 回 7 回 7 回 7 回

●「にし阿波環境塾」受講後、自らのこととして環境意識を

高めた受講者の割合（中学生以上を対象とした講座）

⑰ － → ⑳～㉒８０％以上 80% 80% 80%

良好な水環境を保全するため、合併処理浄化槽の設置や転換を促

進するとともに、浄化槽の適正な維持管理についての普及啓発な 推進

どを通じて、浄化槽に関する住民の理解の醸成を図ります。

●管内の合併浄化槽設置届出数（累計） 8,500 8,900 9,050 9,200

⑰８，２７３基 → ㉒９，２００基 基 基 基 基

●浄化槽教室の開催や市町等との連携による啓発回数

⑰７回 → ⑲～㉒年間７回以上 7 回 7 回 7 回 7 回

良好な水質や大気環境を保全するため、事業場等からの排水やば

い煙について、計画的かつ効率的な監視・指導を実施します。 推進

●特定事業場等への監視・指導等回数

⑰４５回 → ⑲～㉒年間４５回以上 45 回 45 回 45 回 45 回

産業廃棄物の適正処理を推進するため、排出事業者、処理業者等

の知識や専門技術の向上に向け、会場での研修に加え、オンライ 推進

ン等での研修会を開催し、産業廃棄物の排出抑制や減量化、適正

処理などに関する意識の高揚を図ります。

●産業廃棄物排出事業者等研修会の受講者数

⑰２４人 → ⑲～㉒年間２５人以上 25 人 25 人 25 人 25 人



- 18 -

３ 環境資源の積極的な活用推進

（１）課 題

自然との共生や資源の有限性、地球規模の環境問題など、社会的課題の解決に向け、

環境・経済・社会の調和する持続可能な社会の実現が求められています。

そのため、鳥獣被害防止施設の整備を図るとともに、被害防止のための正しい知識

の普及をすすめ、野生鳥獣との棲み分けを進める必要があります。あわせて、野生鳥

獣を地域の資源ととらえ、自然の産物としてジビエ料理の食材に、積極的に活用して

いくことが期待されています。

また、豊富な森林資源の適切な管理や、有効利用や循環利用も必要となります。

さらに、建設資材の設計から廃棄等に至る各段階において、廃棄物の排出の抑制、

使用された建設資材の再使用及び建設資材廃棄物の再資源化等を促進することで、環

境への負荷の少ない循環型社会経済システム※を構築することが求められています。

（２）取組方策

① 野生鳥獣による農作物被害の軽減

加害鳥獣にあった柵などの鳥獣被害防止施設の整備を市町等と連携して推進しま

す。

また、集落ぐるみでの柵の点検・補修、鳥獣の誘引物除去や追い払い等を行い、

鳥獣を近づけさせない総合的な対策に取り組む｢鳥獣被害対策モデル集落｣を関係機

関の協力のもと育成していきます。

② 捕獲鳥獣の地域資源としての活用

農作物や森林環境に深刻な被害を及ぼすニホンジカやイノシシなどの野生鳥獣の

捕獲を促進するため、地元料理店を中心に消費拡大を図ることで捕獲後の獣肉利用

を進めるとともに、ジビエを食すことが野生鳥獣の被害軽減につながることを消費

者に発信し、地域資源としての知名度を高め、農山村の生活環境保全に努めます。

③ 森林の適正な管理

森林の適正な管理を進めるため、平成３１年４月１日より「森林経営管理法」が

施行されました。これを受け、管内の森林所有者に対して、森林の経営管理に関す

る意識啓発と意向調査に取り組みます。

④ 森林資源の循環利用

豊富な森林資源の循環利用を推進するため、木材生産から造林※に至る持続的な

循環型林業の確立を図るとともに、木質資源の適切かつ有効な利用拡大に取り組み

ます。

⑤ 資源の有効利用

循環型社会経済システムの構築に向けて、「建設リサイクル推進計画」に基づい

て、建設廃棄物のリサイクルを推進します。
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（３）施策・数値目標

年度別事業計画
施 策 ・ 数 値 目 標

2019 2020 2021 2022

【主要指標】

●食肉処理加工処理頭数 ⑰２３８頭 → ⑲～㉒年間５５０頭以上

集落の鳥獣被害防止を図るため、柵・檻の整備や集落ぐるみで鳥

獣被害防止に取り組むモデル集落の育成を推進します。 推進

●鳥獣被害防止施設の整備集落数（累計） 170 175 180 185
⑰１５９集落 → ㉒１８５集落 集落 集落 集落 集落

●鳥獣被害対策モデル集落の育成（累計） 10 14 18 22
⑰２集落 → ㉒２２集落 集落 集落 集落 集落

鳥獣被害対策などで捕獲したニホンジカやイノシシなどの「にし

阿波の自然の産物」を食肉処理加工し、オンライン等を活用して、 推進

ジビエ料理の食材として普及・定着を推進します。

●「阿波地美栄」取扱店舗数（累計） 20 22 24 26
⑰１７店舗 → ㉒２６店舗 店舗 店舗 店舗 店舗

●食肉処理加工処理頭数 【主要指標】 550 550 550 550
⑰２３８頭 → ⑲～㉒年間５５０頭以上 頭 頭 頭 頭

「森林経営管理法」に基づく適切な森林経営管理を推進するため、

管内森林所有者への経営管理に関する調査計画を策定し、制度の 推進

普及啓発や必要な意向調査を行います。

●調査計画全体に対する進捗率（美馬管内）

⑰ － → ㉒２５％ 5 ％ 10 ％ 15 ％ 25 ％

●調査計画全体に対する進捗率（三好管内）

⑰ － → ㉒１５％ 5% 15%

木材生産及び造林面積を拡大し持続的な循環型林業を確立するた

め、「にし阿波循環型林業支援機構」と連携し、伐採後の造林を 推進

推進します。

●「にし阿波循環型林業支援機構」の支援による造林面積

⑰５４ ha ＊ → ⑲～㉒年間６０以上 60ha 60ha 60ha 60ha
＊過去３年平均

森林資源の有効活用を図るため、木質資源の利用拡大に取り組み

ます。 推進

●薪、チップ、ペレットの生産量 51,500 52,000 54,500 55,000

⑰４５，６４０ m3 → ㉒５５，０００ m3 m3 m3 m3 m3
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（３）施策・数値目標

年度別事業計画
施 策 ・ 数 値 目 標

2019 2020 2021 2022

循環型社会経済システムの構築に向けて、「建設リサイクル推進

計画」に基づき建設廃棄物のリサイクルを推進します。 推進

●特定建設資材廃棄物のリサイクル率

⑰１００％ → ⑲～㉒１００％ 100% 100% 100% 100%
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重点項目 ３ 誰もが安全で安心できる地域社会の形成

１ 広域防災・受援体制の確立

（１）課 題

近年、激甚化・頻発化する自然災害のなか、表出した課題を踏まえ、県民局や市町

をはじめ防災関係機関の相互連携による広域応援や受援体制等の防災体制の強化が求

められています。

また、南海トラフ巨大地震が発生した際には、県災害対策本部代替機能としてのバ

ックアップ体制が求められています。

さらに、中央構造線・活断層地震等の大規模災害発生も想定されることから、ハー

ド・ソフト両面の即応体制整備・充実が必要です。

（２）取組方策

① 防災体制の機能強化

南海トラフ巨大地震・活断層地震や豪雨による土砂災害、大雪などあらゆる自然

災害に対する防災・減災対策として、県民局や市町、防災関係機関、住民が密接な

連携・協働のもと、日頃から、位置情報が瞬時に共有できるＵＴＭ座標※を用いた

訓練等を行うなど、防災体制の強化に向けた取組みを推進します。

② 災害対策本部の代替施設の整備及び受援体制の充実

南海トラフ巨大地震における県内沿岸地域の津波被害を想定し、防災拠点機能を

強化した西部総合県民局・美馬庁舎の活用及び受援体制の充実を図ります。また、

市町の受援体制を支援する災害マネジメント総括支援員の人材育成に努めます。

さらに、大規模災害時に被害を最小限に抑えられるよう、職員の防災訓練を通じ

て、徳島県災害対策本部西部支部として機能強化を図ります。

③ 広域応援・後方支援拠点としての機能強化

南海トラフ巨大地震発生時において、圏域の防災拠点や津波被害が想定される沿

岸地域の広域応援・後方支援拠点として、防災機能を持つ「西部健康防災公園」や

｢西部防災館｣の機能強化を図ります。
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（３）施策・数値目標

年度別事業計画
施 策 ・ 数 値 目 標

2019 2020 2021 2022

【主要指標】

●防災拠点である美馬庁舎と西部防災館を活用した危機事象対応訓練

⑰ － →㉑～㉒年間２回以上

圏域の地域防災力の向上を図るため、県市町が共同で策定した「に

し阿波防災行動計画※」（第２期・令和元年度改定）を踏まえ、圏 推進

域内の防災・減災対策を推進します。

●第２期にし阿波防災行動計画の策定

⑰ － → ⑲策定 ⑳～㉒推進 策定 推進 → →

●地域内におけるＵＴＭ座標を活用した

研修・訓練の実施

⑰ － → ㉑～㉒年間５回以上 5 回 5 回

西部圏域における防災拠点機能を強化するとともに、万代庁舎が

被災した際、西部総合県民局・美馬庁舎に県災害対策本部を設置 推進

できるようにするため、会議室の拡張、ＯＡフロア化や通信環境

の改修等を実施し、美馬庁舎の即応体制の整備と受援体制の充実

を図ります。

●西部総合県民局・美馬庁舎の改修

⑰ － → ⑳完成 設計 完成

●防災拠点である美馬庁舎と西部防災館を活用した

危機事象対応訓練【主要指標】

⑰ － → ㉑～㉒年間２回以上 2 回 2 回

●県災害対策本部機能訓練の実施回数

⑰１回 → ⑲～㉒年間１回以上 1 回 1 回 1 回 1 回

●職員・リエゾン要員の防災訓練（図上訓練を含む）・研修

の実施回数

⑰３回 → ⑲～㉒年間３回以上 3 回 3 回 3 回 3 回
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（３）施策・数値目標

年度別事業計画
施 策 ・ 数 値 目 標

2019 2020 2021 2022

「健康・防災」のリバーシブルな役割を担う西部健康防災公園を

「広域防災・後方支援の拠点」とするため、関係機関と連携した 推進

図上訓練、地域住民を対象とした西部防災館における防災や健康

に関する講座を開催するなど、公園の利活用拡大を図ります。

●通信途絶状態等を想定した図上訓練の実施回数

⑰１回 → ⑲～㉒年間１回以上 1 回 1 回 1 回 1 回

●物流・広域受援の現地訓練

⑰ － → ㉑～㉒年間２回以上 1 回 1 回 2 回 2 回

●オンライン等を活用した

「防災」及び「健康増進」講座等実施回数

⑰ － → ⑲～㉒年間４５回以上 45 回 45 回 45 回 45 回
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２ 災害に備えた着実な基盤整備

（１）課 題

にし阿波は、地形が急峻であるとともにその地質が脆弱であることから、土砂災害

危険箇所は県下の約４割を占めており、中でも地すべり危険箇所は県下の約６割を占

めています。そのため、台風や集中豪雨による土砂災害が発生しやすい地域として大

規模災害時に通信や交通の途絶による孤立が懸念されています。

近年の異常気象による台風や大雪、地震などのあらゆる自然災害による被害を未然

に防ぐためには、災害予防対策や地域防災力の向上、孤立対策の強化など「にし阿波

の強靱化」が求められています。

（２）取組方策

① 災害予防対策

砂防指定地では、砂防堰堤等を構築し、荒廃する流域の保全の他、土石流等の発

生を未然に防止するなど、下流に存在する人家、耕地等を守ります。急傾斜地崩壊

危険区域では擁壁等の構築により人家連担地裏山斜面等の崩壊対策を行います。地

すべり防止区域においては、速やかな地下水排除や、地盤の滑動抑制などの対策を

行います。

これらの土砂災害対策では、特に多くの人が集まる「要配慮者利用施設※」や「避

難所」などの保全を最優先し、一度の災害で多くの人的被害が生じることのないよ

うハード整備に努める一方、現地地形の条件を勘案し、土砂災害警戒区域の指定に

より、災害の危険性を地域住民に周知し、警戒・避難態勢の確立を図るなど、ハー

ド・ソフト両面で効果的な対策を行い、住民の生命・財産を守ります。

また、「平成３０年７月豪雨」をはじめ、局地化・激甚化・頻発化する水害を未

然に防ぐため、吉野川上流地区の築堤や護岸整備、既設ダムの改良事業などを促進

するとともに、道路においては、住民の孤立化防止や緊急時の輸送路の確保のため、

法面等の危険箇所点検や、倒木や落石に起因する全面通行止めを防止するための道

路防災対策の推進に努めます。

老朽農業用ため池においても、崩壊や決壊等の災害を未然に防ぐため、堤体や取

水施設等の改修を行うとともに、決壊した場合の浸水区域に家屋や公共施設が存在

し、人的被害を与えるおそれのある防災重点ため池では、ため池マップ等を地域住

民に周知し、緊急時の迅速な避難行動につながるよう努めます。

さらに、大規模地震発生時における「死者ゼロ」の実現に向け、木造住宅の耐震

化を促進します。
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（３）施策・数値目標

年度別事業計画
施 策 ・ 数 値 目 標

2019 2020 2021 2022

【主要指標】

●農林水産省指定の地すべり防止区域内等において、土砂災害の危険度が高く、

緊急的かつ集中的に保全する人家数（累計）

⑰１３８戸 → ㉒２３５戸

土砂災害による被害から生命・財産を守るため、土砂災害に関す

る情報を広く住民に周知提供し、同区域の指定を進めるとともに、 推進

砂防設備等による要配慮者利用施設等の重点的な保全を図るな

ど、ハード・ソフト一体となった整備を推進します。

●土砂災害警戒区域の指定率

⑰４７％ → ⑲１００％ 100%
●市町村が作成する土砂災害防止法に基づくハザードマップの

作成・公表率

⑰９１％ → ⑳１００％ 99% 100%
●土砂災害の危険性のある要配慮者利用施設

及び避難所の保全施設数（累計） 163 167 171 172
⑰１５４施設 → ㉒１７２施設 施設 施設 施設 施設

●祖谷川流域の直轄地すべり対策事業の促進

（善徳地すべり防止区域）

⑰工事施工中 → ⑲～㉒工事促進中 促進 → → →

●吉野川水系直轄砂防事業の促進

⑰工事施工中 → ⑲～㉒工事促進中 促進 → → →

集中豪雨や局所的な大雨での土砂災害による被害から生命・財産

を守るため、必要な地すべり防止・治山施設等を整備することに 推進

より、人的災害ゼロを目指します。

●農林水産省指定の地すべり防止区域内等において、土砂災害

の危険度が高く、緊急的かつ集中的に保全する人家数（累計）

【主要指標】 175 190 210 235
⑰１３８戸 → ㉒２３５戸 戸 戸 戸 戸
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（３）施策・数値目標

年度別事業計画
施 策 ・ 数 値 目 標

2019 2020 2021 2022

「平成３０年７月豪雨」をはじめ、全国で頻発・激甚化する水害

から県民を守るため、治水事業を着実に進めます。 促進

●吉野川上流無堤地区への事業着手（累計）

⑰２箇所 → ㉒５箇所 ２箇所 ２箇所 ２箇所 ５箇所

●吉野川加茂第二箇所の整備の促進

⑰工事施工中 → ⑲～㉒工事促進中 促進 → → →

●吉野川沼田箇所の整備の促進

⑰事業着手 → ⑲～㉒工事促進中 促進 → → →

●吉野川半田箇所の整備の促進

⑰ － → ㉒工事促進中 促進

吉野川の洪水・渇水被害の低減を図るため、既設ダムの治水・利

水機能の向上・維持に資するダム改造事業を促進します。 促進

●早明浦ダムの放流設備の増設

⑰事業着手 → ⑲～㉒工事促進中 促進 → → →

洪水被害から住民の生命と財産を守るため、出水時の水防活動拠

点、水防資機材の備蓄基地等となる「中鳥地区河川防災ステーシ 促進

ョン」の整備を促進します。

●中鳥地区河川防災ステーションの整備

⑰事業着手 → ⑳完成 促進 完成

住民の生命と財産を守り、かつ農業基盤の保全を図るため、老朽

農業用ため池の整備を推進します。 推進

●老朽農業用ため池の整備による保全戸数（累計） 2,366 2,366 2,366 2,388
⑰２，３２２戸 → ㉒２，３８８戸 戸 戸 戸 戸

決壊した場合に人的被害を与えるおそれがある「防災重点ため池」

を対象に、緊急時の避難行動につなげる基礎的な情報を盛り込ん 推進

だ「ため池マップ」の作成を支援するとともに、市町と連携し住

民へ情報提供を行います。

●全ての防災重点ため池を対象とした「ため池マップ」の作成 作成 公表

⑲作成支援 ⑳公表
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（３）施策・数値目標

年度別事業計画
施 策 ・ 数 値 目 標

2019 2020 2021 2022

大規模地震発生時における「死者ゼロ」の実現へ向け、木造住宅

耐震化を推進します。 推進

●木造住宅等の耐震診断から耐震改修や住替えへの支援

⑰１００％ → ⑲～㉒県民ニーズに１００％対応 100% 100% 100% 100%

●リフォームを伴う「木造住宅の耐震化工事」に対する支援

⑰１００％ → ⑲～㉒県民ニーズに１００％対応 100% 100% 100% 100%

大雨など異常気象時においても安全に通行できる道路整備を推進

します。 推進

●一般国道３２号猪ノ鼻道路（延長８.４km）の整備（再掲）

⑰工事施工中 → ⑳供用 促進 供用

●山腹崩壊や落石に起因する、全面通行止に伴う孤立を防止す

るのための道路防災対策の推進 推進 → → →

災害に強い森林づくりを推進するため、森林の適切な管理を進め

水源涵養や土砂流出の防止など森林の多面的機能の向上を図り 推進

す。

●間伐実施面積（累計） 17,300 17,900 18,400

⑰１５，６７０ha → ㉒１８，４００ha ha ha ha

大雪被害から孤立集落の発生を防ぐため、西部防災対策連絡会議
※ライフライン部会等を通じ、生命線道路や緊急輸送道路等にお 推進

いて、大雪等による倒木を防ぐ事前伐採を推進します。

●事前伐採を行った道路の延長距離（累計） 16.6 17.5
⑰１０．８ km → ㉒１７．５ km km km
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３ 地域で地域を守る活動の推進

（１）課 題

にし阿波は、県下でも特に地すべり防止区域が多く、山間部においては孤立可能性

集落が点在しており、発災時に被害を最小限にとどめるためには、公助（行政）のみ

ならず、自助として住民一人ひとりの災害対応能力の向上、共助として自主防災組織

の活性化や災害弱者である「避難行動要支援者」の支援体制の仕組みづくりが求めら

れています。

また、近年、高病原性鳥インフルエンザや豚熱など、家畜・家きん等における伝染

病のまん延が危惧されており、これらを未然に防ぐための体制整備が必要です。

さらに、持続可能なライフスタイルへの転換を図るエシカル消費の普及や、高齢者

等を狙った特殊詐欺や悪質商法などの被害を防止するための情報提供、啓発推進に加

えて、食の安全・安心を確保するため、食品の産地偽装や不適正表示等に対する監視、

啓発等の取組みが求められています。

高齢者等の車を運転しない方にとって、買物や通院など日常生活に必要な移動手段

である、地域公共交通を次の世代まで維持・確保する取組みが求められています。

（２）取組方策

① 弧立化対策

土砂災害や大雪などの自然災害による弧立に備え、弧立可能性集落等において、

交通や通信の途絶解消に向けた臨時ヘリポート※の点検や安否確認の通信訓練等を

市町や防災関係機関と連携して取り組みます。

② 地域防災力の向上

住民の防災意識向上のため、防災出前講座や市町における訓練、西部防災館を活

用した防災講座等により防災知識の普及啓発に取り組むとともに、自主防災組織活

動の活性化や避難行動要支援者※の支援について地域における関係機関の相互連携

を図ります。

また、小中高生を対象とした防災学習や訓練等を通じて、地域の地形、地質、災

害特性を学ぶことにより、未来の防災リーダー育成を推進し、地域防災力の向上を

図ります。

③ 健康危機管理対策

住民の生命、健康を脅かす事態の発生に備え、市町や医師会、医療機関などの関

係機関と連携し、情報の収集・分析や既存の保健医療資源の活用方法を検討するな

ど、健康危機発生時において、迅速かつ適切な対応を行うための体制づくりに取り

組みます。

④ 家畜伝染病・ペット動物対策

平時から西部家畜保健衛生所及び管内市町など関係機関と連携し、高病原性鳥イ

ンフルエンザや豚熱などの家畜伝染病が発生した場合には、迅速かつ的確に対処で

きる体制を整備します。

また、人とペット動物が共に暮らせる環境づくりを進めるため、動物愛護推進員

等と連携し、動物の適正な飼養管理や災害時のペット動物対策に関する普及啓発活

動に取り組みます。
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⑤ エシカル消費の普及と消費者被害の防止

エコカーなどの環境に配慮した製品・サービスの購入や、地域の活性化及び輸送

エネルギーの削減に配慮した地産地消、プラスチックゴミや食品ロスの削減など、

持続可能なライフスタイルへの転換を図るエシカル消費の普及に取り組みます。

また、令和２年７月、国の「新たな政策創造の拠点」として県庁に開設された「消

費者庁新未来創造戦略本部」や県消費者情報センター、市町の消費生活センターと

連携して、消費者被害防止のため、継続的な情報提供や啓発に取り組みます。

⑥ 食の安全・安心の確保

消費者が求める食の安全・安心を確保するとともに、県産ブランドの信頼性向上

に資するため、関係機関と連携して食品関係事業者に対する調査等を計画的に実施

するとともに、啓発に取り組みます。

⑦ 高齢者等の移動手段の確保

地域公共交通の維持・確保を図るため、市町、交通事業者、地域住民等と連携し、

利用促進の普及啓発や、地域にとって最適な公共交通の確保に向けた取組みを支援

します。

（３）施策・数値目標

年度別事業計画
施 策 ・ 数 値 目 標

2019 2020 2021 2022

【主要指標】

●「命と暮らしを守る」防災出前講座・訓練等の開催回数

⑰ － → ⑲～㉒年間８０回以上

住民の防災意識の向上及び自主防災組織の活性化を図るため、防

災出前講座・訓練等を開催します。 推進

●「命と暮らしを守る」防災出前講座・訓練等の開催回数

【主要指標】

⑰ － → ⑲～㉒年間８０回以上 80 回 80 回 80 回 80 回

●防災出前講座を受講した団体の満足度

⑰ － → ⑳～㉒８０％以上 80% 80% 80%
●西部防災館における自主防災組織活性化研修

⑰ － → ⑲～㉒年間４回以上 4 回 4 回 4 回 4 回

災害時における孤立可能性集落等の防災力向上を図るため、交通

の途絶解消に向けた臨時ヘリポートの点検や通信途絶時の安否確 推進

認のための無線通信訓練等を実施します。

●臨時ヘリポートの全箇所点検

⑰ － → ⑲～㉒各市町 年間１回以上 4 回 4 回 4 回 4 回

●孤立可能性集落等での通信訓練の実施回数

⑰ － → ⑲～㉒各市町 年間２回以上 8 回 8 回 8 回 8 回
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（３）施策・数値目標

年度別事業計画
施 策 ・ 数 値 目 標

2019 2020 2021 2022

令和３年５月の災害対策基本法の改正により見直された避難情報

や、避難行動要支援者が安全な場所に避難できるようにするため 推進

の避難支援方法等について普及啓発するとともに、地域における

関係機関の相互連携を図ります。

●避難行動要支援者に関する啓発・訓練の実施回数 8 回 8 回 8 回 8 回

⑰ － → ⑲～㉒各市町 年間２回以上

次代を担う小中高生の防災意識の高揚を図るため、未来の防災リ

ーダーを育成するなど、学校と連携した防災学習を推進します。 推進

●小中高生への防災学習の実施回数

⑰７回 → ⑲～㉒年間８回以上 8 回 8 回 8 回 8 回

大規模災害発生時に迅速かつ適切な医療・保健衛生・薬務・介護

福祉分野の支援を提供するため、「災害時コーディネーター」を 推進

はじめ、関係機関の人材育成などを通じて、災害時における連携

体制の充実を図るとともに、感染症等の健康危機に迅速に対応す

るため、関係機関と連携し健康危機管理体制の充実を図ります。

●災害時コーディネーター会議・訓練等の開催回数

⑰２回 → ⑲～㉒年間２回以上 2 回 2 回 2 回 2 回

●災害や感染症等の健康危機管理研修会への参加者数

（オンラインでの参加者を含む。） 150 人 150 人 150 人 150 人

⑰１４３人 → ⑲～㉒年間１５０人以上

高病原性鳥インフルエンザ等の発生時に防疫措置を迅速かつ的確

に実施できるよう連絡会議や演習等を行うとともに体制を整備し 推進

ます。

●家畜防疫演習等の実施回数

⑰４回 → ⑲～㉒年間４回以上 4 回 4 回 4 回 4 回
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（３）施策・数値目標

年度別事業計画
施 策 ・ 数 値 目 標

2019 2020 2021 2022

人とペット動物が共に暮らせる地域を目指して、関係機関と連携

推進を図り、動物の適正な飼養管理に向けた普及啓発や狂犬病を 推進

はじめとする動物由来感染症の病原体保有状況調査の実施、災害

時ペット対策を推進します。

●ペット動物の適正な管理に関する啓発世帯数 400 400 400 400
⑰３９６世帯 → ⑲～㉒年間４００世帯以上 世帯 世帯 世帯 世帯

●動物由来感染症モニタリング検査の実施検体数 40 40 40 40
⑰４０検体＊ → ⑲～㉒年間４０検体以上 検体 検体 検体 検体

＊過去４年平均

●動物愛護推進員等と連携した動物愛護及び災害時ペット対

策に関する普及啓発回数

⑰５回 → ⑲～㉒年間５回以上 5 回 5 回 5 回 5 回

持続可能なライフスタイルへの転換を図るエシカル消費の普及

や、高齢者等を狙った特殊詐欺や悪質商法等の被害の未然防止の 推進

ため、消費者生活全般にわたる啓発を推進します。

●エシカル消費の普及や消費者啓発を推進する講座及び活動を

紹介するパネル展等の開催

⑰３回 → ⑲～㉒年間４回以上 4 回 4 回 4 回 4 回

●ニューノーマルに対応した

幼・小・中・高へのＳＤＧｓ教育実施回数

⑰ － → ⑲～㉒年間４回以上 4 回 4 回 4 回 4 回

●消費者問題出前講座受講者数

⑰２７２人 → ⑲～㉒年間２８０人以上 280 280 280 280
人 人 人 人

食品の産地偽装等の不適正表示を防止し、食の安全・安心の確保

に資するため、食品表示に関する調査等及び啓発を推進します。 推進

●とくしま食品表示Ｇメン※の立入調査事業者数 20 20 20 20
⑰２０事業者 → ⑲～㉒年間２０事業者以上 事業者 事業者 事業者 事業者

地域公共交通を維持・確保するため、市町、交通事業者、地域住

民等と連携し、市町の取組みを支援するとともに、利用促進に向 推進

けた普及啓発を推進します。
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重点項目 ４ 誰もが幸せに暮らせる地域の実現

１ 子どもの育ちをはぐくみ、支える地域づくり

（１）課 題

にし阿波における１5歳未満の年少人口構成比は県全体と比較しても低く、より少

子化が進んでいる状態にあり、共働き世帯の増加や核家族化の進行など、子どもや子

育て家庭を取り巻く環境が大きく変化する中、すべての人が家庭や子育てに夢を持ち、

安心して子どもを生み育てられる環境づくりが必要となっています。

また、ひとり親家庭や発達障がい児への相談支援体制を充実するとともに、深刻化

する児童虐待問題に対して、迅速かつ適切な対応を図るなど、住み慣れた地域で、安

心して子育てができる地域づくりに取り組む必要があります。

（２）取組方策

① 子どもの育ち・子育て支援

妊娠、出産、子育てに関する切れ目のない相談支援の充実を図るとともに、子ど

もの健やかな育ちを支援する健康教育の実施や放課後児童クラブ※の活動充実、積

極的な子育て支援情報の発信などを通じて、安心して子どもを生み育てることので

きる地域を目指します。

② ひとり親家庭や発達障がい児への支援

ひとり親家庭における子育てや就労に関する様々な悩みについて、身近なところ

で相談が受けられるよう、相談支援体制の充実を図るとともに、発達障がい児やそ

の家族への支援の充実に向けて、「発達障がい者総合支援センター・アイリス」等

との連携を図りながら、専門的ケアや人材の育成などを実施し、安心して子育てで

きる環境づくりに取り組みます。

③ 児童虐待防止対策の推進

児童虐待や子どもの心身に様々な影響を与えるＤＶの防止に向けて、市町をはじ

め学校、警察などの関係機関との連携を強化し、こども女性相談センターにおける

組織的な対応や的確なアセスメントを通じて、早期発見・早期対応を図るとともに、

関係職員の資質向上や普及啓発活動に取り組み、地域全体で子どもを守る支援体制

づくりを推進します。



- 33 -

（３）施策・数値目標

年度別事業計画
施 策 ・ 数 値 目 標

2019 2020 2021 2022

【主要指標】

●妊娠・出産・子育てに関する相談支援件数 ⑰５６件 → ⑲～㉒年間６０件以上

女性が安心して周産期を過ごせるよう、妊娠、出産、子育てにつ

いての相談支援を通じて、妊産婦や乳幼児などに関する切れ目の 推進

ない保健対策の充実を図ります。

●妊娠・出産・子育てに関する相談支援件数【主要指標】

⑰５６件 → ⑲～㉒年間６０件以上 60 件 60 件 60 件 60 件

子どもの健やかな健康づくりを推進するため、教育機関と連携し、

子どもの頃からの正しい生活習慣の習得を図ります。 推進

●教育機関と連携した健康教育の実施校数

⑰１４校 → ⑲～㉒年間１５校以上 15 校 15 校 15 校 15 校

市町や関係団体と連携し、子育てや交流イベントの情報発信など

を行うことにより、健やかな育ちを地域ぐるみで応援する機運の 推進

醸成を図ります。

●子ども・子育てに関する情報発信・啓発活動回数

⑰１２回 → ⑲～㉒年間１２回以上 12 回 12 回 12 回 12 回

●「妊婦向け優先駐車スペース」など子育て応援施設を確保し

た「道の駅」の駅数（累計）（再掲）

⑰ － → ㉒４駅 － 2 駅 2 駅 4 駅

昼間に保護者が家庭にいない児童に適切な遊びと生活の場を提供

する放課後児童クラブの活動充実に向けて、放課後児童支援員※
推進

の資質向上を図り、児童の健全育成を推進します。

●放課後児童支援員の認定数（累計） 125 140 155 170
⑰８４人 → ㉒１７０人 人 人 人 人
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（３）施策・数値目標

年度別事業計画
施 策 ・ 数 値 目 標

2019 2020 2021 2022

発達障がい児への支援の充実を図るため、｢発達障がい者総合支

援センター・アイリス｣を核に、保育所や幼稚園等の職員を対象 推進

として、発達障がい児に対する理解促進に向けた人材育成を推進

します。

●発達障がい児のための研修会の受講満足度

⑰ － → ⑲～㉒８０％以上 80 ％ 80 ％ 80 ％ 80 ％

ニューノーマルに対応した手法を活用し、ひとり親家庭に対する

相談支援の充実を図るとともに、ひとり親家庭が仕事と子育てを 推進

両立しながら自立できるよう、ハローワークなどの関係機関と連

携した就労支援の強化を図ります。

また、ひとり親家庭における子どもの健全育成を図るため、子ど

もの健康増進や親子のふれあいを深めるイベントづくりを推進し

ます。

●母子・父子自立支援プログラムを活用した就職率 70 ％ 70 ％ 70 ％ 70 ％

⑰７０％ → ⑲～㉒年間７０％以上

●ひとり親家庭向け親子交流イベント参加者数 80 人 80 人 80 人

⑰７０人 → ⑳～㉒年間８０人以上

児童虐待の未然防止と早期発見・早期対応に向け、関係機関との

連携を強化するとともに、｢１８９（いち早く）｣（児童相談所全 推進

国共通ダイヤル）の周知啓発を図り、児童虐待に対する正しい知

識の普及を推進します。

●警察や市町など関係者向け児童虐待防止研修会の受講者数

（オンラインでの受講者を含む。） 30 人 30 人 30 人 30 人

⑰２５人 → ⑲～㉒年間３０人以上

●県、市町庁舎等を活用した啓発コーナー設置箇所数 8 箇所 8 箇所 8 箇所 8 箇所

⑰８箇所 → ⑲～㉒年間８箇所以上

ＤＶや性暴力被害の早期発見・早期対応を図るため、関係機関と

の連携強化や正しい知識の普及啓発を推進するとともに、相談窓

口である配偶者暴力相談支援センターや性暴力被害者支援センタ 推進

ー｢よりそいの樹とくしま（西部）｣の浸透を図ります。

●ＤＶ被害者等支援ネットワーク研修会の受講者数

（オンラインでの受講者を含む。） 30 人 30 人 30 人 30 人

⑰３１人 → ⑲～㉒年間３０人以上

●県、市町庁舎等を活用した啓発コーナー設置箇所数（再掲） 8 箇所 8 箇所 8 箇所 8 箇所

⑰８箇所 → ⑲～㉒年間８箇所以上
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２ 心を寄せ合う地域福祉の充実

（１）課 題

過疎化が進行する西部圏域の高齢化率は県平均よりも高く、ひとり暮らしの高齢者

が増加しており、高齢者が長年住み慣れた地域で安心していきいきと暮らせるよう、

地域の支え合い体制づくりが急がれています。

また、障がい者が住み慣れた地域で自立して暮らせるよう、障がい者を支援する拠

点づくりや就労促進に向けたネットワーク体制を強化するとともに、障がい者のニー

ズに応じた適切な相談支援体制の充実や生きがいづくりを推進する必要があります。

さらに、生活困窮者に対する自立支援の充実を図るため、相談支援体制を強化する

とともに、市町をはじめ関係機関との連携を図りながら、生活保護受給者の自立促進

に向けた就労支援の強化など、低所得者層へのサポートを充実する必要があります。

年齢や障がいの有無などに関わらず、多様な人材が活躍する「ダイバーシティ社会」

の実現に向け、地域福祉の充実や生きがいを創出できる環境づくりが求められていま

す。

（２）取組方策

① 高齢者支援の充実

高齢者等が住み慣れた地域で安心して暮らしていけるよう、認知症への理解の促

進や「地域包括ケアシステム」の充実を図るほか、高齢者自らが豊かな高齢期を創

造できるよう、シルバー大学校・大学院など、高齢者へ学習機会を提供し、社会貢

献できる人材を養成します。

② 障がい者支援の充実

障がい者支援の充実を図るため、「地域生活支援拠点」の設置を行うとともに、

障がい者の自立と社会参加促進に向けて、企業や障がい者就労支援事業所、ハロー

ワークなどの関係機関と連携した就労支援を強化するほか、中山間地域の新たな担

い手として、農福連携の「にし阿波型チャレンジドファーム」による障がい者の就

農や工賃アップを推進します。

また、障がい者の生きがいづくりや健康増進を図るため、西部健康防災公園を核

に、「にし阿波・パラスポーツ推進協議会」を活動母体として、障がい者スポーツ

の普及や裾野の拡大を図ります。

③ 低所得者層への支援の充実

生活保護受給に至る前段階の生活困窮者の自立促進を図ることを目的とした「生

活困窮者自立支援法」の改正やコロナ禍における生活困窮者の窮状を踏まえ、相談

窓口の更なる周知啓発や相談員のスキルアップなどを通じて、相談支援体制の充実

を図るとともに、生活保護受給者の自立促進に向けてハローワーク等との連携を強

化し、就職率の向上を図るほか、西部圏域におけるフードバンク※活動の推進など、

低所得者層に対する支援体制の充実に努めます。

④ ユニバーサルデザイン※のまちづくり

「とくしま公共事業ユニバーサルデザイン推進ガイドライン」に基づき、年代・

性別などを問わず、誰もが安全に安心して快適に暮らせる地域づくりを推進します。
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⑤ 学びの機会の充実

県民の生涯学習活動を支援し、生きがいづくりや地域活性化につなげるため、地

域の自然や文化、人づくり、地域づくりをはじめとしたさまざまな学びの場を、幅

広い世代に提供します。

（３）施策・数値目標

年度別事業計画
施 策 ・ 数 値 目 標

2019 2020 2021 2022

【主要指標】

●認知症サポーター※数（累計） ⑰８，３４５人 → ㉒１１，２００人

認知症の人やその家族が、住み慣れた地域で安心して暮らし続け

ることができるよう、地域ぐるみで支える体制づくりを推進しま 推進

す。

●認知症サポーター数（累計）【主要指標】 9,180 10,800 11,000 11,200

⑰８，３４５人 → ㉒１１，２００人 人 人 人 人

｢地域包括ケアシステム｣の充実を図るため、高齢者が疾病を抱え

た状態でも、住み慣れた生活の場で療養し、自分らしい生活が継 推進

続できるよう、在宅医療・介護関係機関の連携強化や人材育成を

推進します。

●地域医療に関する人材育成研修会の受講者数 160 160 160 160
（オンラインでの受講者を含む。） 人 人 人 人

⑰１５１人 → ⑲～㉒年間１６０人以上

ニューノーマルに対応した高齢者の健康づくりやふれあい交流を

促進するとともに、高齢者自らの能力養成や知識・技能をさらに 推進

高めるためオンライン等を活用した学習機会を提供し、社会貢献

活動を推進する人材を養成します。

●県健康福祉祭県西部サテライト大会参加者数 700 700 700 700
⑰７００人＊ → ⑲～㉒年間７００人以上 人 人 人 人

＊過去４年平均

●シルバー大学校（美馬校・東みよし校）・大学院ＩＣＴ講座

（東みよし校）の受講者数

⑰８８人（定員８５人） → ⑲～㉒年間８５人以上 85 人 85 人 85 人 85 人
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（３）施策・数値目標

年度別事業計画
施 策 ・ 数 値 目 標

2019 2020 2021 2022

年齢や性別等を問わず、誰もが学びを通じて生きがいを創出でき

る地域づくりを目指して、ニーズに合った様々な講座を企画し、 推進

実施します。

●新あわ学講座の開催

⑰１４回 → ⑲～㉒年間１４回以上 14 回 14 回 14 回 14 回

●講座参加者の満足度

⑰８０％ → ⑲～㉒８０％以上 80% 80% 80% 80%
●こども向けの講座の開催

⑰ － → ㉑～㉒年間５０回以上 30 回 50 回 50 回

相談や緊急時の対応など、障がい者の地域生活を支援する拠点を

設置することにより、障がい者が安心して暮らせる環境づくりを 推進

推進します。

●地域生活支援拠点の設置

⑰ － → ⑳設置 設置

障がい者の自立と社会参加の促進を図るため、障がい者を支える

企業ネットワークの活動を支援し、障がい者の就労支援体制の充 推進

実や人材育成を推進します。

●就職を希望する障がい者とのマッチングに参加した企業数

⑰８社 → ⑲～㉒年間１０社以上 10 社 10 社 10 社 10 社

●障がい者や関係機関を対象とした研修会等の開催回数

⑰６回 → ⑲～㉒年間６回以上 6 回 6 回 6 回 6 回

障がい者の就労意欲の向上と地域農業の活性化を図るため、地元

企業や地域住民と連携して障がい者が農作物の作付けを行う「に 推進

し阿波型チャレンジドファーム」の拡大や農産物を加工する６次

産業化を推進することにより、農業分野における障がい者の就労

を促進します。

●「にし阿波型チャレンジドファーム」における

障がい者就労者数

⑰１８人 → ㉒４０人 25 人 30 人 35 人 40 人

●６次化商品の開発件数（累計）

⑰ － → ㉒４件 3 件 4 件
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（３）施策・数値目標

年度別事業計画
施 策 ・ 数 値 目 標

2019 2020 2021 2022

障がい者の生きがいづくりや健康増進を図るため、西部健康防災

公園を核として、徳島県障がい者スポーツ協会や総合型地域スポ 推進

ーツクラブなどの関係機関と連携しながら、障がい者スポーツの

普及に向けた環境づくりを推進します。

●｢西部健康防災公園｣を活用した障がい者スポーツ交流会等

への参加者数（オンラインでの参加者を含む。） 100 100 200 200
⑰ － → ㉑～㉒年間２００人以上 人 人 人 人

生活保護受給に至る前段階の生活困窮者に対する自立支援の充実

を図るため、相談窓口へ確実につなげる支援ネットワークを強化 推進

するとともに、自立相談支援にあたる人材の育成を推進します。

●西部圏域生活困窮者自立支援ネットワーク会議の開催

⑰１回 → ⑲～㉒年間２回 2 回 2 回 2 回 2 回

●生活困窮者自立支援スキルアップ研修会への参加人数

⑰２５人 → ⑲～㉒年間３０人以上 30 人 30 人 30 人 30 人

●「フードバンク・にし阿波」の開設

㉑開設 開設

生活保護受給者に対する自立支援プログラムを活用し、受給者の

自立促進を図ります。 推進

●自立支援プログラムを活用した生活保護受給者の就職率

⑰６６％＊ → ⑲～㉒年間７０％以上 70% 70% 70% 70%
＊過去４年平均

公共施設、ショッピングセンター、病院、銀行などに設置された

身体障がい者等用駐車場の適正利用を図るため、パーキングパー 推進

ミット（身体障がい者等用駐車場利用証）の交付を推進します。

●パーキングパーミットの交付件数（累計） 2,200 2,700 2,950 3,200
⑰１，７６１件 → ㉒３，２００件 件 件 件 件
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（３）施策・数値目標

年度別事業計画
施 策 ・ 数 値 目 標

2019 2020 2021 2022

都市計画区域において、西部圏域の都市計画区域マスタープラン

の見直しにより、安全で快適に暮らせる効率的な都市形成を推進 推進

します。

●西部圏域の都市計画区域マスタープランの見直し数 3
⑰ － → ㉑３区域 区域

「とくしま公共事業ユニバーサルデザイン推進ガイドライン」に

基づき、ユニバーサルデザインによるまちづくりを推進します。 推進
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３ 健康寿命延伸に向けた地域力の向上

（１）課 題

本県においては、糖尿病死亡率が全国平均を上回り、深刻な健康課題のひとつとな

っています。特に、西部圏域では、糖尿病死亡率は低下傾向にあるものの、県平均と

比較して高く推移しています。

また、喫煙の影響が大きいＣＯＰＤ(慢性閉塞性肺疾患)の死亡率についても、県平

均と比較して高く推移しています。

このような状況を踏まえ、圏域の健康づくりを推進するためには、県民一人ひとり

が主役となって生活習慣を改善していくことが重要であり、健康意識の向上に向けた

普及啓発や人材育成などを通じて、地域が一体となった健康づくりを進めていくこと

が必要です。

一方、圏域の自殺死亡率についても、県平均と比較して高く推移しているため、誰

もが身近な場所で気軽に相談できる支援体制の充実や人材の育成が求められていま

す。

さらに、健康な暮らしを支える地域医療体制の充実に向けて、県立三好病院を核と

した救急医療体制の強化や地域医療を支援する人材の育成などを図る必要がありま

す。

（２）取組方策

① 生活習慣病対策の推進

生活習慣病予防をはじめとする圏域の健康課題に積極的に取り組んでいくため、

市町や学校などの関係機関と連携し、デジタル教材を活用した健康教育を推進する

とともに、各世代の健康課題に応じた講座の開催や健康教育の実施、人材育成など

を行い、生活習慣の改善に向けた健康意識の向上を図ります。

また、「健康・防災」のリバーシブルな役割を担う西部健康防災公園の広大なフ

ィールドを活用し、誰もが気軽にスポーツを楽しむことができる環境づくりを推進

します。

② 自殺対策の推進

「自殺者ゼロ」を目指し、身近な場所で気軽に相談できるよう、相談会の開催な

どを通じて、専門医療機関への紹介を行うなど、早期受診に向けた支援を行います。

さらに、健やかなこころの健康づくりを進めるため、若い世代の自殺予防に向け

た「こころのピアスタッフ※」の養成をはじめ、相談機関への橋渡しができる人材

の育成、「ひきこもり地域支援センター『きのぼり』西部サテライト」と連携した

相談支援体制の充実など、地域の絆を強化し、こころ通い合う温かな環境づくりを

推進します。

③ 地域医療の充実

住み慣れた地域で安心して療養生活を送れるよう、在宅医療を支える人材を育成

するとともに、地域医療支援リーダー※の養成を通じて、医療機関の負担軽減など

に向けた啓発活動を行い、地域医療に関する住民の理解促進を図ります。

また、救急医療対策連絡協議会の開催などにより、関係機関との連携を強化し、

県立三好病院を核とした救急医療体制の充実を図ります。
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（３）施策・数値目標

年度別事業計画
施 策 ・ 数 値 目 標

2019 2020 2021 2022

【主要指標】

●圏域における糖尿病死亡率（人口１０万対）（暦年）【主要指標】

⑰２６．０ → ⑲～㉒改善

糖尿病をはじめとする生活習慣病対策を推進するため、関係機

関・団体と連携し、子どもから高齢者まで、各世代に応じて、運 推進

動習慣の定着や食習慣の改善に向けた取組みを進めます。

●圏域における糖尿病死亡率（人口１０万対）（暦年）

【主要指標】

⑰２６．０ → ⑲～㉒改善 改善 改善 改善 改善

●「にし阿波・糖尿病サポーター※」養成者数（累計）

（オンラインでの受講者を含む。） 15 人 30 人 45 人 60 人

⑰ － → ㉒６０人

●教育機関と連携した健康教育の実施校数（再掲） 15 校 15 校 15 校 15 校

⑰１４校 → ⑲～㉒年間１５校以上

●デジタル教材を活用した健康教育の受講者数 150
⑰ － → ㉒年間１５０人以上 人

●野菜摂取量アップ対策及び食環境づくりに取り組む事業所の 90 95 100 105
登録数（累計） 事業所 事業所 事業所 事業所

⑰８６事業所 → ㉒１０５事業所

歯科医師会や教育機関等と連携を図り、障がい児（者）の歯科対

策を含め、子どもから高齢者までのむし歯・歯周病予防など、歯・ 推進

口腔の健康づくりを推進します。

●むし歯・歯周病予防に向けた訪問指導数 30 30 30 30
⑰２８箇所 → ⑲～㉒年間３０箇所以上 箇所 箇所 箇所 箇所

「健康・防災」のリバーシブルな役割を担う西部健康防災公園を

「健康づくりの拠点」とするため、誰もが気軽にスポーツを楽し 推進

むことができる環境づくりを推進するとともに、防災や健康意識

の醸成に向けた講座を積極的に開催するなど、公園の利活用拡大

を図ります。

●「西部健康防災公園」を活用したスポーツや

レクリエーションでの利用者数 10 10 8 10
⑰９１，７７２人 → ㉒年間１０万人以上 万人 万人 万人 万人

●オンライン等を活用した

「防災」及び「健康増進」講座等実施回数（再掲） 45 回 45 回 45 回 45 回

⑰ － → ⑲～㉒年間４５回以上
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（３）施策・数値目標

年度別事業計画
施 策 ・ 数 値 目 標

2019 2020 2021 2022

たばこ、ＣＯＰＤ（慢性閉塞性肺疾患）に関する正しい知識の普

及と受動喫煙防止対策など、たばこの煙のない、おいしい空気の 推進

にし阿波づくりを推進します。

●特定健診※における喫煙率 12.6 12.3 11.9 11.5
⑰１２．９％ → ㉒１１．５％ % % % %

●小中学生等を対象とした喫煙防止講座の実施校数

⑰１０校 → ⑲～㉒年間１０校以上 10 校 10 校 10 校 10 校

●飲食店等を対象とした受動喫煙防止に関する啓発活動回数

⑰ － → ⑲～㉒年間８回以上 8 回 8 回 8 回 8 回

自殺予防など、こころの健康に関する相談支援体制の充実を図る

ため、身近な場所で気軽に相談できる環境づくりや相談機関への 推進

橋渡しができる人材の育成を推進します。

●「はあとケア相談会※」等における相談支援件数 400 400 400 400
⑰４００件 → ⑲～㉒年間４００件以上 件 件 件 件

●「おせっかい塾※」等の人材養成講座受講者数 100 100 100 100
⑰１００人 → ⑲～㉒年間１００人以上 人 人 人 人

●自殺予防サポーター※数（累計） 6,200 6,300 7,000 7,200
⑰５，２２６人 → ㉒７，２００人 人 人 人 人

●高校生の「こころのピアスタッフ」養成者数

⑰ － → ㉑～㉒年間１０人以上 10 人 10 人

ひきこもりがちな当事者や家族に対する個別支援を充実させると

ともに、「ひきこもり地域支援センター『きのぼり』西部サテラ 推進

イト」やＮＰＯ法人などの関係機関と連携し、ひきこもり支援対

策の充実を図ります。

●ひきこもりに関する相談支援件数

⑰３８件 → ⑲～㉒年間４０件以上 40 件 40 件 40 件 40 件
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（３）施策・数値目標

年度別事業計画
施 策 ・ 数 値 目 標

2019 2020 2021 2022

在宅医療の充実を図るため、地域医療の理解促進や保健・医療・

福祉の連携推進に向けた人材育成を進めるとともに、関係機関に 推進

よる救急医療対策連絡協議会の開催などを通じて、県立三好病院

を核とした救急医療連携体制の強化に努めます。

●地域医療支援リーダー数（累計） 310 390 410 430
⑰２７９人 → ㉒４３０人 人 人 人 人

●地域医療に関する人材育成研修会の受講者数

（オンラインでの受講者を含む。）（再掲） 160 160 160 160
⑰１５１人 → ⑲～㉒年間１６０人以上 人 人 人 人

●救急医療対策連絡協議会の開催回数

⑰２回 → ⑲～㉒年間２回以上 2 回 2 回 2 回 2 回
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重点項目 ５ 持続可能な地域経済の推進

１ 「にし阿波型もうかる農業」の確立と推進

（１）課 題

にし阿波は、吉野川流域の平坦部から標高千メートルの高標高地まで様々な土地条

件を有し、夏期冷涼な気象条件を活かした夏秋野菜等を主力に、世界農業遺産に認定

された傾斜地農業など独特の強みを最大限に活かし、中核経営体から女性や高齢者な

どが、それぞれの能力を最大限発揮できる「にし阿波型」の「もうかる農業」の確立

が求められています。

また、新型コロナウイルス感染症の影響により、観光に対する社会的ニーズが変化

し、「とくしま農林漁家民宿」の宿泊者数は大きく落ち込んでいます。そのため、宿泊

者がより安全に安心して宿泊できるよう、感染症対策を徹底する衛生研修を実施して

おり、引き続き衛生対策の普及・定着が求められます。

加えて、都市部での感染症拡大を背景に、地方回帰の機運や農業への関心が高まっ

ており、そういった人材を確保し、当地域の農業を支える新規就農者として育成する

必要があります。

（２）取組方策

① 世界農業遺産を活用したもうかる農業の実現

世界農業遺産「にし阿波の傾斜地農耕システム」について、ニューノーマルに対

応した国内外への情報発信を効果的に行い、システムが育む農産物や加工品の増産

と世界農業遺産ブランド認証制度の推進により、付加価値の向上と農業の維持につ

なげます。

また、新型コロナウイルス感染症対策の普及・定着を推進し、「とくしま農林漁家

民宿」の取組みを支援することで体験型観光や教育旅行の受入体制の充実を図ると

ともに「農山漁村（ふるさと）協働パートナー※」との協働活動を推進することによ

り世界農業遺産「にし阿波の傾斜地農耕システム」の保全・継承に取り組みます。

② 「産地活力」の再生

「適地適作」を基本に、中核、女性、高齢者など経営体ごとの特性を活かした「に

し阿波型農業モデル」と人材育成システムを確立し、その実践、普及を進めること

により、新規参入の促進や経営改善を図ります。また、農家目線による「産地の魅

力」を伝える動画を発信し、ＰＲを図ります。

また、安定した生産や効率的な土地利用を進めるため、鳥獣被害対策や農業基盤

整備等を促進します。

③ スマート農業の推進

ドローンを使用した農薬散布、アシストスーツ及びロボットトラクター等による農

作業の省力化などＡＩやＩＣＴを活用した新たな農業を推進していきます。
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④ 新規就農者の定着支援

令和２年に創設された県・市町・ＪＡ等からなるにし阿波就農・移住応援隊を活

用し、「新規就農相談窓口」での各種相談対応や情報共有を行うとともに、にし阿波

地域の多種多様な農業に対応できるよう、実習を主体とする「基礎的研修」と、就

農希望者のニーズに応じた先進農家での「実践的研修」を用意し、きめ細かい支援

で、にし阿波農業を担う人材の確保、定着に取り組みます。

また、新たに、多様な担い手として副業的農業者の育成のため、インターンシップ

の農業体験、オンライン等を活用した研修等を実施するとともに、飲食事業者とのマ

ッチング交流会を開催します。

⑤ 「販売競争力」の向上

消費者に納得、信頼、評価される「にし阿波ブランド」を確立していくために、「に

し阿波」ならではのストーリー性を持たせるとともに、贈答、海外輸出やインバウ

ンド、子育て世代、健康づくりなどターゲットを明確にしＧＡＰなど、安全安心な

商品づくりに取り組みます。

また、地産地消を進めるため、産直市の出荷者を対象に、ＳＮＳによる効果的な

情報発信手法の研修会や先進地視察研修等を実施し、魅力ある産直市づくりを推進

してまいります。

さらに、飲食事業者とのオンライン商談会を、新たに開催し、「もうかる農業」の

実現に取り組みます。

⑥ ６次産業化の推進

「にし阿波」ならではの地域資源を活用した、「みまから唐辛子」、「そらのそば」、

「ジビエ」など６次化商品の生産・販売の拡大を幅広く支援するとともに、女性や

若手による起業の積極的な支援や、農林、商工・観光、医療・福祉、ＩＣＴなど業

種・分野を超えた連携による新たな商品開発により高度な生産販売システムの構築

につなげます。

⑦ 「海外」市場の開拓

経済成長を続けるアジアや和食など日本文化への関心が高まっている欧米の市場

に向けて、相手国の制度やニーズに応じた戦略的な生産体制の整備や、オンライン

等を活用した商談会を開催するなど、輸出ルートの開拓を進めるとともに、「にし

阿波ブランド」のパッケージングによる裾野の拡大を図ります。
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（３）施策・数値目標

年度別事業計画
施 策 ・ 数 値 目 標

2019 2020 2021 2022

【主要指標】

● 「世界農業遺産ブランド」認証件数（累計） ⑰ － → ㉒１００件

日本農業の原点である「世界農業遺産」や「食と農の景勝地」に

認定されたことを契機に、持続力のある地域経済を実現するため、 推進

オンライン等を活用して、万全の衛生対策を行うとともに、ニュ

ーノーマルに対応した国内外への情報発信を効果的に行い、伝統

食材やインターネット販売等を活用した「もうかる農業」、「農泊」

を通じた交流人口の拡大及び次世代への継承を推進します。

●オンライン等を活用した

世界農業遺産フォーラム等の開催回数（累計）

⑰ － → ㉒３回 1 回 2 回 3 回

●「世界農業遺産ブランド」認証件数（累計）【主要指標】 20 件 40 件 90 件 1 0 0
⑰ － → ㉒１００件 件

●とくしま農林漁家民宿経営者への衛生対策等の啓発回数 3 回 3 回

⑰ － → ㉒年間３回以上

●「世界農業遺産」の戦略品目であるそば販売作付面積 30ha 31ha 32ha 33ha
⑰２８．７ｈａ → ㉒３３ｈａ

●「世界農業遺産」の戦略品目であるごうしゅいもを栽培する

農林漁家民宿等の数 35 戸 40 戸 45 戸 50 戸

⑰２５戸 → ㉒５０戸

●「にし阿波就農・移住応援隊」の創設（再掲） 創設

⑰－ →⑳創設

●オンライン等を活用した「にし阿波就農・移住応援隊」

による農業研修支援者数（再掲） 5 人 5 人

⑰ － → ㉒ 年間５人以上

●「徳島・にし阿波農泊推進フォーラム」（仮称）の開催

（再掲） 開催

⑰ － → ㉒開催
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（３）施策・数値目標

年度別事業計画
施 策 ・ 数 値 目 標

2019 2020 2021 2022

世界農業遺産「にし阿波の傾斜地農耕システム」の保全のため、

関係機関と連携し、次代への継承と、国内外からのボランティア

やサポーターなどとの交流活動を、万全の衛生対策をとりながら

推進します。

●ニューノーマルに対応した

幼・小・中・高へのＳＤＧｓ教育実施回数（再掲）

⑰ ー →⑲～㉒年間４回以上 4 回 4 回 4 回 4 回

●「にし阿波・食と農の名人」認定数（累計）

⑰ － →㉒３２人 20 人 24 人 28 人 32 人

●ニューノーマルに対応した国内外からのボランティア等との

交流活動件数

⑰ － → ㉒年間１６件以上 10 件 12 件 14 件 16 件

世界農業遺産に認定された｢にし阿波の傾斜地農耕システム｣な

ど、高齢化、人手不足の地域の活性化を図るため、社会貢献に積 推進

極的な団体「農山漁村（ふるさと）協働パートナー」と農山村の

住民をマッチングさせ、協働活動を推進します。

●ニューノーマルに対応した

農山漁村（ふるさと）協働パートナーとの協働活動実施数

⑰５件以上 → ⑲～㉒年間８件以上 8 件 8 件 8 件 8 件

もうかる農業の実現のため、生産規模に応じた経営を推進するこ

とにより、圏域の地域特性を活かした「にし阿波型農業モデル」 推進

を確立・推進します。

●中核農家モデル（年間所得５００万円を目指したモデル）

①夏秋なす＋ブロッコリーなど

②夏秋いちご＋促成（冬春）いちごなど

③ぶどう＋露地野菜など

④畜産（肉用牛、酪農、養鶏）

中核農家モデル経営体数（累計） 40 45 50 55
⑰３０経営体 → ㉒５５経営体 経営体 経営体 経営体 経営体

●女性・高齢者モデル

①いんげん＋ピーマンなどの野菜（かあちゃん野菜等）

②山菜＋かんしょ（加工用）または雑穀・薬用植物など

③そば＋ごうしゅいもなど

女性・高齢者モデル数（販売額５０万円以上）（累計） 105 110 115 120
⑰７０戸 → ㉒１２０戸 戸 戸 戸 戸
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（３）施策・数値目標

年度別事業計画
施 策 ・ 数 値 目 標

2019 2020 2021 2022

集落の鳥獣被害防止を図るため、柵・檻の整備や集落ぐるみで鳥

獣被害防止に取り組むモデル集落の育成を推進します。（再掲） 推進

●鳥獣被害防止施設の整備集落数（累計） 170 175 180 185
⑰１５９集落 → ㉒１８５集落 集落 集落 集落 集落

●鳥獣被害対策モデル集落の育成（累計） 10 14 18 22
⑰２集落 → ㉒２２集落 集落 集落 集落 集落

６次産業化に関する機械やハウスの導入等、にし阿波ならではの

地域資源を活用し、中山間農業の活性化を図るためきめ細やかな 推進

対策を推進します。

●農業用機械・施設等の整備数

⑰９件 → ⑲～㉒年間１０件以上 10 件 10 件 10 件 10 件

産地活力向上のため、農業生産基盤（用排水路・農道等）や農村

生活環境基盤（集落道）の整備を図ります。 推進

●用排水路・農道等の事業実施により受益を受けた集落数

（累計） 64 68 72 76
⑰５３集落 → ㉒７６集落 集落 集落 集落 集落

スマート農業の普及推進を図るため、ＩＣＴ技術等の研修や事業

の活用により、スマート農業に取り組む経営体の育成を進めます。推進

●スマート農業に取り組む経営体数（累計） 3 4 6 8
⑰２経営体 → ㉒８経営体 経営体 経営体 経営体 経営体

●ドローンによる農薬散布面積

⑰ － → ㉒２０ ha 5ha 10ha 15ha 20ha

農業の担い手を確保するため、大都市圏の就農希望者に対し、に

し阿波地域の農業や暮らしについて発信するとともに、新規就農 推進

者に対する国の支援制度の活用促進や定年就農者への栽培技術・

経営指導を支援します。

●大都市圏における就農希望者向けイベントへの出展回数 2 回

⑰－ → ㉒２回

●新規就農者育成数【農業次世代人材投資事業(経営開始型)受給対象者数】 5 人 5 人 5 人 5 人

⑰５人 → ⑲～㉒年間５人以上
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（３）施策・数値目標

年度別事業計画
施 策 ・ 数 値 目 標

2019 2020 2021 2022

にし阿波で生産される農産物の安全・安心の価値を高め、アピー

ルするため、「グローバルＧＡＰ」や「とくしま安２ＧＡＰ農産物 推進

認証」などのＧＡＰ認証取得を推進します。

●ＧＡＰ認証取得件数（累計）

⑰１８件 → ㉒２６件 20 件 22 件 24 件 26 件

産直市の充実・拡大を図るため、合同の農産物フェアや栽培・経

営等の研修会により、産直市の活性化を促進します。 推進

●農産物直売所の売上額 10.1 10.2 10.3 10.5
⑰９.７億円 → ㉒１０．５億円 億円 億円 億円 億円

にし阿波地域の６次産業化を拡大するため、加工品の開発や加工

に取り組む経営体への支援により、多様な農産加工品づくりを推 推進

進します。

●新商品開発件数（乾燥野菜、みまから等）（累計）

⑰ － → ㉒４０件 10 件 20 件 30 件 40 件

「にし阿波」ならではの農林産物や６次産業化による加工品の海

外輸出への取組みを積極的に推進します。 推進

●農林産物や加工品等の輸出金額 115 120 125 130
⑰９３百万円 → ㉒１３０百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

●オンライン等を活用した商談会の開催回数

⑰ － → ㉑～㉒３回以上 3 回 3 回
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２ 森林・林業を核とした「地方創生」

（１）課 題

西部圏域においては、民有林のうちスギ・ヒノキ等の人工林※は、主伐可能な森林

が５４％にも達し、森林資源として積極的な利用を進める時期を迎えています。

充実する豊富な森林資源を十二分に活用するためには、「主伐を見据えた地域材の

増産体制の確立」と、林業の通年就労や自然環境の保全にも適した主伐・植林・保育

という「循環型林業への転換」、また、増産した木材の有効活用を図る必要がありま

す。さらに技術の伝承と生産体制の強化に必要となる「担い手の育成・確保」が急務

となっています。

また、適切な森林管理を目指し「森林経営管理法」が施行されたことからも、豊富

で環境にも優しく循環利用可能な森林資源を活かし、「森林・林業」を核とした地方

創生を目指すことが必要です。

（２）取組方策

① 地域材の増産体制のさらなる整備推進確立

間伐材を中心とした「新間伐システム（搬出間伐）※」に加え、主伐に対応した、

先進林業機械による生産性の高い「新林業生産システム※」のさらなる導入と生産

される素材の搬出がより効率的な路網整備の推進に努め、地域材の増産体制を充実

させるとともに素材生産※量の増産を進めます。

② 計画的な森林施策と循環型林業の推進

効率的な資源調査手法等により、森林施業の集約化と計画的な施業を推進するた

め、｢森林経営計画」の策定を促進し林業の収益性の向上と森林の多面的な機能の

発揮を目指します。

また、伐採跡地への再造林を支援する「にし阿波循環型林業支援機構」を活用す

るとともに、低コストで造林時期を選ばず植栽が可能なコンテナ苗を活用し循環型

林業の推進を図ります。

③ 将来に向けた担い手の育成・確保

将来の地域を担う子供たちに向け整備した「木育拠点」の積極的な利活用を進め

るとともに、保育施設等で木育活動を展開し、木材や森林林業に関する普及啓発と、

令和３年１０月にオープンした「徳島木のおもちゃ美術館」のＰＲも併せて行いま

す。

また、新たな担い手と期待される地元高校生へのインターンシップや、連携する

大学などと研修拠点である「フォレストキャンパス三好」での林業教育に取り組む

とともに、主伐技術の継承に必要な習熟度に応じた研修を行い担い手の育成確保を

積極的に進めます。



- 51 -

（３）施策・数値目標

年度別事業計画
施 策 ・ 数 値 目 標

2019 2020 2021 2022

【主要指標】

●素材生産量 ⑰１９８,１７３m３ → ㉒２５３,０００m３

地域の林業事業体や木材関連会社の活性化を図るため、路網の開

設を進め、伐期を迎えた地域資源である大径材を主力に木材（素 推進

材）の生産量を増やします。

●素材生産量【主要指標】 192,000 204,000 233,000 253,000

⑰１９８,１７３m３ → ㉒２５３,０００m３
m

３

m
３

m
３

m
３

●林内路網開設延長（累計） 3,550 3,620 3,720 3,820
⑰３，４２５ｋｍ → ㉒3，８２０km km km km km

ドローンやＧＩＳ等を活用し資源調査や集約化を進め効率的な施

業地確保のため森林経営計画策定を支援します。 促進

●森林経営計画の策定面積（累計） 16,000 16,500 17,000 17,500

⑰１３，４５３ha → ㉒１７，５００ha ha ha ha ha

木材生産及び造林面積を拡大し持続的な循環型林業を確立するた

め，「にし阿波循環型林業支援機構」と連携し、伐採後の造林を 推進

推進します。（再掲）

●「にし阿波循環型林業支援機構」の支援による造林面積

⑰５４ha＊ → ⑲～㉒年間６０ha以上 60ha 60ha 60ha 60ha
＊過去３年平均

森林の適切な管理を推進するため、様々な世代に対して持続的な

林業経営や森林資源の循環利用についての理解を深める普及活動 推進

に取り組みます。また、新規林業就業者の確保と併せて、既存林

業従事者のスキルアップ研修を行い林業のプロの養成を推進しま

す。

●次代につながる「木育」普及活動の実施回数（累計）

⑰ － → ㉒１２回 2 回 4 回 8 回 12 回

●フォレストキャンパス等での林業体験実習件数（累計）

⑰７件 → ㉒１８件 10 件 12 件 16 件 18 件

●新規林業就業者数（累計） 130 140 160 170
⑰１１０人 → ㉒１７０人 人 人 人 人

●森林プロフェッショナル育成者数（累計） 145 150 155 160
⑰１３１人 → ㉒１６０人 人 人 人 人
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（３）施策・数値目標

年度別事業計画
施 策 ・ 数 値 目 標

2019 2020 2021 2022

「森林経営管理法」に基づく適切な森林経営管理を推進するため、

管内森林所有者への経営管理に関する調査計画を策定し、制度の 推進

普及啓発や必要な意向調査を行います。（再掲）

●調査計画全体に対する進捗率（美馬管内）

⑰ － → ㉒２５% 5% 10% 15% 25%
●調査計画全体に対する進捗率（三好管内）

⑰ － → ㉒１５% 5% 15%



- 53 -

３ 国内外との交流を通じた商工業の振興

（１）課 題

商工業の振興には、地域を代表する地場産業はもとより、経営革新や新事業に挑戦

する地域の加工・販売業者等の支援が必要であり、商品の品質向上・高付加価値化を

図り、販路開拓を促進する取組みが求められています。

また、サテライトオフィス企業やアントレプレナー（起業家）・地域おこし協力隊

など、国内外の企業や移住者等により様々な取組みが進められる中、その流れをより

加速させ、地域事業者とのマッチングによる創業やサービス開発等の新たなビジネス

モデルの構築を図り、地域経済の活力を高め雇用拡大に繋げていく取組みが求められ

ています。

さらに、企業誘致の地域間競争の激化や地方における産業人材の不足が進行する中、

企業立地や雇用確保は依然として厳しい情勢が続いています。圏域は豊かな自然環境

や整備された高速ブロードバンド環境、四国の3県に隣接する地域特性、徳島自動車

道によるアクセスの良さ、官民連携による外部人材の受入れ機運の向上等があり、こ

れらの強みを企業誘致に結びつけ、雇用創出を図る取組みが必要です。

（２）取組方策

① 新たな地域連携ビジネスの創出

市町や商工団体、サテライトオフィス進出企業をはじめとする圏域外にネットワ

ークを有する企業等と連携し、国内外に向けた多言語情報の発信や受入体制の構築

を行うことにより、「ヒト・モノ・情報」を圏域に呼び込むとともに、圏域内の雇

用ニーズの把握と分析を行い、複合的に業種を組み合わせる（ミックスワーキング）

など多くの選択肢を用意し、地域事業者との効果的なマッチングを促進することで、

新たな地域連携ビジネスの創出につながる取組みを支援します。

② 地域特産品づくりと販路開拓

市町や商工団体等と連携し、ビジネスセミナーや個別相談会を実施し、にし阿波

ならではの魅力ある商品づくりを支援します。

また、バイヤー等とのマッチングを図る商談会の開催や、都市部で開催される展

示会や商談会等への参加をするとともに、ＷＥＢ商談会等ニューノーマルな手法を

用いて、地場産業の活性化や販路開拓に向けた取組みを推進します。

③ 企業誘致活動の推進

豊かな自然環境や高速ブロードバンド環境といった地域特性を活かし、テレワー

ク環境の充実や、都市から地方への人の流れの加速に向け、ワーケーションを核と

した情報発信や受入環境づくりを推進することで、国内のみならず海外もターゲッ

トとするサテライトオフィスや情報通信関連産業等の誘致活動を進めます。
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（３）施策・数値目標

年度別事業計画
施 策 ・ 数 値 目 標

2019 2020 2021 2022

【主要指標】

●サテライトオフィス等誘致企業での雇用者数（累計） ⑰８３人 → ㉒１２０人

地域ならではの新しいビジネスの創出を図るため、サテライトオ

フィスや大学等国内外の企業関係者を県西部圏域に呼び込み、地 推進

元企業をはじめとした多様な主体との連携を推進します。

●にし阿波ならではの新ビジネス等の創出件数 1 件 1 件 1 件 1 件

⑰１件 → ⑲～㉒年間１件以上

にし阿波ならではの食や工芸品を、世界に通用する特産品に磨き

上げ、物産の展示・販売や各種プロモーションを実施するととも 推進

に、ＷＥＢ商談会等のニューノーマルな手法を駆使し、販路開拓

に向けた取組みを推進します。

●販路開拓に向けたリアルとオンラインでのハイブリッド型

プロモーション及び新規商談件数 30 件 30 件

⑰ － → ㉒年間３０件以上

にし阿波ならではのブランドである「千年のかくれんぼ」の登録

品目を積極的に増やし、宿泊施設をはじめ観光施設、飲食店、土 推進

産物店などでの観光消費の拡大につなげます。

●「千年のかくれんぼブランド｣の登録品目数（累計）

⑰ － → ㉒２４件 8 件 12 件 20 件 24 件
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（３）施策・数値目標

年度別事業計画
施 策 ・ 数 値 目 標

2019 2020 2021 2022

地域特性を活かした情報通信関連産業や、外国企業も視野に入れ

たサテライトオフィスの誘致を進めるため、全国屈指の光ブロー 推進

ドバンド環境を活かしたテレワークの更なる普及や定着に向けた

環境を整備するとともに、市町や民間団体等と連携し、国内外企

業をターゲットとするワーケーション誘引に向けたプロモーショ

ンや農泊を利用したワーケーションを推進します。

●サテライトオフィス等誘致企業での雇用者数（累計）

【主要指標】 105 110 115 120
⑰８３人 → ㉒１２０人 人 人 人 人

●庁舎内テレワーク拠点の利用者数（累計） 200 300 400 500
⑰ － → ㉒５００人 人 人 人 人

●ワーケーション等を実施する国内外企業数（再掲）

⑰ － → ㉒１５社 7 社 9 社 11 社 15 社

●「徳島・にし阿波農泊推進フォーラム」（仮称）の開催

（再掲） 開催

⑰ － → ㉒開催


